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第I章  はじめに 

１． 本業務の目的 

成果連動型民間委託契約方式（ＰＦＳ）事業の推進により期待される最大の効果の一つは、事

業を取り巻くステークホルダーが、アウトカムを中心に事業を考え、実行するようになることである。

この際、事業に必要な予算の確保は、当該事業によってもたらされるアウトカムの経済的価値が、

投入した資金より大きいことが求められる。しかしながら、実際のＰＦＳ事例においては、当該事業

が、だれに対してどのような効果をどれだけ生んだのかを十分に整理しているケースはほとんど見

られない。背景には、利用可能なエビデンスが不足していること、考慮すべき効果の範囲の幅の

設定が困難であること等を指摘できる。 

「成果連動型民間委託契約方式（ＰＦＳ：Pay For Success）共通的ガイドライン」（以下「共通的ガ

イドライン」という。）においては、地方公共団体等はＰＦＳ事業の支払上限額について、全ての成

果指標が上限値まで改善した場合の支払額を、ＰＦＳ事業効果額としての社会的便益を下回るよ

う設定することとしている。この社会的便益の算出に必要となる考え方やエビデンスの整理が、ＰＦ

Ｓ事業の普及の促進に当たって必要である。 

本業務は、事業領域における社会的便益の算出方法及び根拠となるデータ等を整理すること

を目的とする。 
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２． 過年度の検討経過等 

 令和 3年度調査結果の概要 
① 社会的コストの削減額の算出に必要な情報の収集、算出 
・ 令和 3年度に実施した調査においては、PFS事業の実施により削減可能な社会的コスト

の概念の整理と、算定の流れを整理した。また、具体的なアウトカムとして、「糖尿病

性腎症の重症化」「健康増進」を選定して、最終アウトカムの達成による社会的コスト

削減額を試算した。 

・ 令和 3年度調査では、最終アウトカムの達成による社会的コスト削減額を社会的便益と

して位置づけ、主に医療費や介護給付費等の縮減額を算定した。なお、副次的な効果

（生産性の低下の回避等）のなかには、金銭換算が困難なものもみられた。令和 3年度

調査では、削減可能な社会的コストの算定が比較的容易な政策分野を対象としたが、政

策分野によっては直接的なコスト算定が困難であることが示唆された。 

 

② 有識者ヒアリング調査の実施 
・ 調査の一環として実施した有識者ヒアリングを通じては、社会的コスト削減額の試算の

方法及び試算結果に対しては、おおむね妥当なものとする意見を得た。 

・ 一方で、最終アウトカムの達成に対する社会的コスト削減額だけが重要なのではなく、

インプット・アウトプット・中間アウトカム・最終アウトカムの関係性のなかで検討を

行う重要性について指摘がされた。 

・ 多くのＰＦＳ事業では、事業期間（数年程度）を通じて最終アウトカムまで到達するこ

とは稀であり、事業期間においては中間アウトカムの測定と、それに伴う効果・便益を

整理し、支払いを行う必要があること、関係者間で協議を行うにあたって、効果の構造

化や便益算定の手順、合意形成の進め方についてのガイドの必要性についての示唆が得

られた。 
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 共通的ガイドラインにおける社会的便益の位置づけ 
① 概要 
・ 現行の共通的ガイドラインにおいては、PFS事業の活用の意義として、行政課題の解決

に向けた、民間事業者のノウハウの活用による成果の改善を位置付けるとともに、社会

的便益の創出効果について可能な限り定量的に算出、評価することを求めている。 

・ また、支払い上限額と社会的便益の関係性について、全ての成果指標が上限値まで改善

した場合の支払額が社会的便益を下回るように記載している。 

・ ただし、現時点においてＰＦＳ事業による社会的便益の金額を簡易に算出する方法はな

いことから、社会的便益の算出を必須としておらず、内閣府が把握する限りにおいて

は、既に実施されたＰＦＳ事業においても、社会的便益の金額が算出された例はないと

する等、先行する事例との乖離についても整理がなされている。 

 

② 社会的便益の構造的整理 
・ 共通的ガイドラインにおいては、PFS事業による社会的便益を「行財政効果」「社会的

コスト」に大別して整理されている。 

・ 行財政効果については、「直接的な支出の減少」「行政費用の減少」「収入の増加」とし

て更に区分しており、予算の削減につながる場合とそうでない場合の両方があることが

整理されている。 

・ 社会的コストについては、英国のユニットコストデータベースを引用し、「経済的損

失」「社会的損失」などの構成要素に更に区分されると整理している。 

 

図表 1  PFS事業による直接的な支出の減少額の算出例 

 
出典：内閣府 成果連動型民間委託契約方式（ＰＦＳ：Pay For Success）共通的ガイドライン  
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 その他の文献等における類似する概念の整理 
内閣府の過年度における検討や共通的ガイドラインでは、PFS事業の「便益」や「効果」等に関

連する概念に統一した定義等は定められておらず、資料により使い方が異なっている。 

本業務では、国等による複数の関連資料を参照し、各概念の用語の使われ方や定義について整

理した。 

 

① 社会的便益 
・ 関連資料では、「社会的便益」として、定性的・定量的な全ての効果を含むということ

でなく、「経済的価値で示される効果」として定義づけられることが多い。 

・ また、これまでの国の PFS関連の資料においては、「社会的便益」とは「社会的コスト

削減額＋地方公共団体等に生じる行財政効果額」と整理されている。 

・ これらを踏まえると、「社会的便益」は、「その事業がもたらす経済的価値で示される効

果」と整理ができる。 

 

図表 2 関連資料における「社会的便益」の用語の使われ方 

発行主体 資料名 関連する説明 

内閣府 「成果連動型民間委託契

約方式推進交付金」に関

する Q&A 

社会的便益は、典型的には経済的価値で示されるも

のです。例えば、過去の事例では、将来において発

生していたであろう医療費や介護費の減少、逸失所

得の削減やそれに伴う税収の確保などが当たりま

す。 

厚生労働省 

経済産業省 

成果連動型民間委託契約

方式（PFS Pay For 

Success)医療・健康及び

介護分野の手引き 

医療・健康及び介護分野における PFS事業効果のう

ち、社会的便益は、医療費や介護給付費適正化効果

のほか、健康による幅広い価値が考えられる。な

お、社会的便益は「社会的コストの削減額」と「地

方公共団体等に生じる行財政効果額」からなる（共

通的ガイドライン P16参照）。 

内閣府 令和２年度地方公共団体

による成果連動型民間委

託契約方式(PFS)に係る

事業案件形成支援等業務

結果報告書（大阪府堺

市） 

社会的便益としては、 

・支援対象者である女性本人の所得向上による、税

収の増加、各種手当の削減 

・消費の活性化や市内企業の課題解決等による、地

域経済の活性化 

といったことが考えられる。 
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② 社会的インパクト・社会的効果 
・ 関連資料では、「社会的インパクト」については、「短期、長期の変化を含め、当該事業

や活動の成果として生じた社会的、環境的なアウトカム」として定義づけられることが

多い。また、「社会的効果」については、「経済的効果」と対をなす概念として使われて

いることが多い。 

・ これらを踏まえると、「社会的インパクト」と「社会的効果」は同義であり、「その事業

や活動がもたらす効果全般」として整理できる。 

 

図表 3 関連資料における「社会的インパクト」「社会的効果」の用語の使われ方 

発行主体 資料名 関連する説明 

内閣府 ICTを活用した社会的イ

ンパクト評価ツールに関

する先行事例調査（2017

年度）  

社会的インパクトとは、短期、長期の変化を含め、当

該事業や活動の成果として生じた社会的、環境的なア

ウトカムをいいます。 

内閣府 社会的インパクト評価 

ツールキット 

社会的インパクト：短期、長期の変化を含め、当該事

業や活動の結果として生じた社会的、環境的な「アウ

トカム」 

内閣府 社会的インパクト評価に

関する調査研究  

社会的インパクト：短期、長期の変化を含め、当該事

業や活動の結果として生じた社会的、環境的なアウト

カム。 

（注）「アウトカム（Outcome）」： 組織や事業のアウト

プットがもたらす変化、便益、学びその他効果 

国土交通

省 

令和 4年度第 2回不動産

分野の社会的課題に対応

する ESG 投資促進検討会

資料 

社会的インパクトは、”短期・長期の変化を含め当該事

業や活動の結果として生じた社会的・環境的なアウト

カム“と定義 

文部科学

省 

 

平成 21 年度研究開発評

価研修（政策評価相互研

修会） 研究活動の経

済・社会効果の分析 ～

これまでの相互研修会で

の文献レビューの復習～ 

・公害の削減、自然資源の再生・削減抑止、生物保

護、疾病率の低下、文化的意識の向上、雇用の改善…

等 

・CVMなど社会的価値を金銭化する方法もある 
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③ 社会的コスト 
・ 環境省の資料によると、「社会的コスト」とは「そのサービスや事業を実施するために

発生した社会全体の負担」とされている。この考え方に準じると、「社会的コスト」も

「そのサービスや事業を実施するために発生した社会全体の負担」と整理が可能であ

る。また、「社会的効果」を生むためにかかった負担は、金銭的な費用だけでなく、定

性的な社会への影響も含めて捉えることが可能である。 

 

図表 4 関連資料における「社会的コスト」の用語の使われ方 

発行主体 資料名 関連する説明 

内閣府 PFS共通的ガイドライン 地方公共団体等は、社会的便益について、次の項目に

関し、可能な限り定量的に算出する。 

①社会的コストの削減額 

②地方公共団体等に生じる行財政効果額 

内閣府 2030 年展望と改革タス

クフォース報告書（参考

資料集）  

認知症の社会的コストを、医療費、介護費、インフォ

ーマルケアコストの観点から将来推計 

環境省 環境会計ガイドライン

2005年版 

社会的コストの概念については、様々な研究がありま

すが、一般的には、特定の企業等、あるいは不特定の

主体から発生した環境負荷による社会の負担を表すも

のと捉えることができ、外部費用もしくは外部不経済

とも呼ばれます。 

環境省 平成 5年環境白書  「社会的コスト」とは、ある活動について社会全体と

してかかっている費用(これは、金銭的な費用だけでな

く、健康や生活環境への影響というような形のものも

含む。)を意味し… 
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３． 本業務の主な論点 

 本業務で検討の対象とする「社会的効果・便益」 
・ 令和 3年度調査においては、社会的効果（最終アウトカム）を達成した場合の便益に着

目し、社会的便益を試算した。一方で、ＰＦＳ事業の実務においては、最終アウトカム

の発現前の初期～中間アウトカムに対する社会的効果や便益に対する議論がされている

現状や、金銭換算（便益算定）が困難なアウトカムや政策分野があることが示唆され

た。 

・ また、共通的ガイドラインに位置付けられる社会的便益に、行財政効果に留まらない社

会的コストの削減が含まれており、PFSは社会的課題を解決するための手法として位置

付けられていることを、改めて確認した。 

・ さらに、その他の文献等における関連する概念整理より、社会的な課題の解決につなが

る社会的効果の金銭換算化として、社会的便益が位置付けられていることが明らかにな

った。 

・ PFS事業は、行財政効果（行政支出の将来的な削減）の側面に着目されることもある

が、金銭換算以前の社会的効果の側面も同様に重要であるといえる。これらを踏まえ、

本業務では「社会的効果・便益」として、金銭換算（行政コスト換算）結果としての便

益のみに留まらず、アウトカムの達成により享受可能な効果も含めたものとして取り扱

う。 
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 本業務の主な論点 
① 論点１：アウトカム及び社会的効果・便益の構造整理 
・ 国内の PFS事業を概括すると、案件形成段階で事業実施に伴う効果や社会的便益が十分

検討されない案件が散見される。 

・ これらの理由として、限られた PFS事業の事業期間のなかでは最終アウトカムの観測ま

で至らず初期・中間段階のアウトカムが主に位置づけられていること、最終アウトカム

に対する関係性が必ずしも明確でない成果指標が設定されていることも一因といえる。 

・ 主要な政策分野におけるアウトカム及び社会的効果・便益の関係性の構造整理を行う。 

 

② 論点２：社会的効果・便益の算出時に必要な情報の収集 
・ 案件形成段階でステークホルダー間の協議を行ううえで、PFS 事業でアウトカムの達成

に伴い得られる社会的効果・便益の水準を把握可能な“アウトカムの価格表”のニーズ

が確認された。 

・ 国内ではＰＦＳ事業の導入分野に偏りがあること、社会的便益の算定事例が少ないこと

等から、事例ベースでの価格表の作成は困難といえるが、主要な政策分野でアウトカム

を選定のうえ、社会的効果・便益の算定に必要な情報収集を行い、事前評価段階で参照

可能なエビデンスの蓄積に向けて取り組む。 

 

③ 論点３：社会的便益の算定時に活用可能な手引きの整理 
・ 本業務は、具体的な PFS事業を念頭に置いた検討ではないが、地方公共団体において

PFS事業の案件形成に取り組むうえでは、地域課題や想定される事業を念頭に置いての

検討を行う必要がある。 

・ 本業務の知見を中心として、案件形成時の検討に資するよう、社会的便益の算定に当た

って参照可能な手引きとして取りまとめる。 
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４． 本報告書の構成 

以下に、PFS事業の実施手順の全体像と、そのなかで社会的効果・便益の算定の流れを以下に示

す。 

本業務では、調査手法としては文献調査に着目し、主に事業発案から案件形成段階を念頭に置

いた、社会的効果・便益の算定に向けたアウトカムの構造化及び成果指標の検討の方法論を整理

した。 

 
図表 5 PFS事業の実施手順の全体像と、社会的効果・便益の算定の流れ 
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第II章  アウトカム及び社会的効果・便益調査の実施 

１． 調査の趣旨及び対象とする政策分野 

 アウトカム及び社会的効果・便益の構造整理 
・ PFS事業の発案段階では、行政課題の選定及び事業目標等の設定を行い、PFSを通じて

達成したいアウトカムの明確化をはかる必要がある。ただし、当該政策分野で直営また

は従来型の委託等により事業が実施されている場合を含めて、解決を図るべき行政課題

そのものや、達成したいアウトカムが明確でない場合がある。 

・ 必要に応じて当該政策分野に対するアウトカム及び社会的効果・課題の構造整理を行う

ことが、行政課題・事業目標を設定するうえで望ましい。 

 

 対象とする政策分野 
・ PFS事業における、アウトカム及び社会的効果・便益の構造整理の一環として、主要な

政策分野に対してアウトカム調査を実施した。 

・ アウトカム調査の対象分野は以下に示す５分野であり、PFSアクションプランに定めら

れる重点分野（介護予防、健康増進）、PFSの海外事例で事例のみられる分野（教育、

就労支援）及び、社会環境変化に伴う新たな国の政策の重点分野（孤立緩和、社会参

加）から選定している。 

 

図表 6 アウトカム調査の対象とした政策分野 

 

 

 

 

  

01 高齢者の介護予防（介護予防）

02 健康増進

03 生活困難者等の就労支援（就労支援）

05 孤独や孤立の緩和、社会参加の促進（孤立緩和,社会参加）

04 困難を抱える児童の福祉（教育）
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２． 政策分野ごとの代表的なアウトカム及び社会的効果・課題の整理 

 調査の実施手順 
① 文献調査によるアウトカム及び社会的効果・便益の整理 
・ 調査対象とした政策分野ごとに、文献調査及び先行事例調査を通じて、代表的なアウト

カム及び社会的効果・便益を収集、整理した。 

・ 文献調査としては、主に政府、公的機関及び民間シンクタンクが作成するデータベース

を参照している。また、国内でＰＦＳ事業の事例がある介護予防、健康増進、就労支援

分野については、内閣府の整理するＰＦＳ事例集等の事例情報も参照のうえで整理を行

った。 

・ 本業務で参照した主な参考文献等は、以下に示すとおりである。 

 

図表 7 政策分野別の主な参考文献等 

 

参考文献： 

・社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブホームページ アウトカム指標データベース 

（https://simi.or.jp/tool/outcome_indicators_db） 

・SROI入門（ソーシャルバリュージャパンホームページ） 

（http://socialvaluejp.org/wp-content/uploads/2018/08/SROI%E5%85%A5%E9%96%80_Social-Value-Japan.pdf） 

・PFS事業事例集（内閣府ホームページ）（https://www8.cao.go.jp/pfs/jirei.html） 

・Supporting public service transformation:cost benefit analysis guidance for local partnerships（英国政府） 

・一般社団法人日本老年学的評価研究機構 地域共生社会の実現に向けた成果指標に関する調査研究事業 

（https://www.jages.net/project/jititaijointresearch/konkyu/?action=common_download_main&upload_id=11516） 

・ソーシャルプロジェクトの社会的な効果に係る指標等の例（金融庁） 

（https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20220715.html） 

 

② PFS 事例調査等を通じた標準ロジックモデルとしての構造化 
・ PFS事業においては、アクティビティ、アウトプット、アウトカム、社会的効果・便益

を体系的に図示したロジックモデルとしての取りまとめがされる。 

・ 本業務では、具体的な PFS事業を念頭に置いた検討を行うものではないが、先行する政

策分野別の PFS事業等の事例調査等を通じて、資源、活動、アウトカム、社会的効果・

便益の関係を構造的に整理した（標準ロジックモデルの検討）。 

 

  

01 02 03 04 05

● ● ● ● ● アウトカム指標データベース 社会的ｲﾝﾊﾟｸﾄ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ｲﾆｼｱﾁﾌﾞ

● ● ● ● ● SROI入門 英国政府

● ● ● PFS事業事例集 内閣府

● ● ● cost benefit analysis guidance for local partnerships 英国政府

● 地域共生社会の実現に向けた成果指標に関する調査研究事業 （一社）日本老年学的評価研究機構

● ● ソーシャルプロジェクトの社会的な効果に係る指標等の例 金融庁

出典



12 
 

 各政策分野のアウトカム及び社会的効果・便益 
① 介護予防 
（ア） 文献調査によるアウトカム及び社会的効果・便益の整理 

・ 介護予防分野における初期・中期アウトカムを含む主なアウトカムとしては、介護予防

がはかられている状態として、「要介護状態の予防、進行抑制」「健康寿命の延伸」「自

立の促進」「生きがいと尊厳の保持・向上」等があげられる。 

・ また、同分野の主な社会的効果・便益としては、「介護給付費・医療費の適正化」「事

故、被害の減少」「家族の負担軽減」等があげられる。 

 

図表 8 介護予防分野のアウトカム 

アウトカム中分類 アウトカム詳細（例） 
身体的・心理的健康

の維持・向上 
ADL、IDAL 等の要介護認定調査項目の維持・向上 
病状の改善・コントロール 
体力の維持・向上 
認知機能の維持・向上 

健康・社会参加に対

する意識の向上 
健康に関する意識の向上 
社会参加に関する意識の向上 

自立の促進 良好な人間関係の構築 
居場所（働く場，趣味の場など）がある 
社会参加に必要な環境が整う 
地域の高齢者に対する理解の促進 
地域の高齢者に対するサポート体制の強化 

健康寿命の延伸 健康寿命の延伸 
要介護状態の予防・

進行抑制 
介護リスクの低減 
要介護状態の進行抑制・改善 

生きがいと尊厳の保

持・向上 
生きがいや楽しみの創出 
高齢者の生活満足度 

資料：社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブホームページ アウトカム指標データベース

（https://simi.or.jp/tool/outcome_indicators_db）に基づき作成 

 
図表 9 介護予防分野の社会的効果・便益 

介護給付費、医療費の適正化 
事故、被害の減少 
家族の負担軽減 
地域経済の活性化 
高齢者の尊厳が保持される社会の創出 

資料：社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブホームページ アウトカム指標データベース

（https://simi.or.jp/tool/outcome_indicators_db）に基づき作成 
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（イ） PFS 事例調査等を通じた標準ロジックモデルの作成  
■先行事例概要 

・ 内閣府事例集によれば、介護予防を実施する国内 PFS事例は令和 5年 3月時点で 11件

となっている。サービス内容は、要支援又は介護度の比較的低い対象者（その他、認知

症予備軍など）に対する自立支援プラグラムの提供を通じて、要介護状態の予防・改善

や重度化の抑制をはかるもの等がみられる。 

・ 要介護状態の予防・改善や重度化の抑制を通じて、健康寿命の延伸や行政コストの削減

（介護給付費等）を目指す PFS事例が多い。その他、地域社会への参加の促進や生きが

いと尊厳の保持・向上を位置付ける例もみられる。 

・ 期待する社会的効果・便益としては介護給付費や医療費の抑制のほか、地域経済への貢

献を目指す成果として位置付けられる例もある。 

・ 成果指標としては、厚労省の作成したチェックリストにより中間アウトカムとして評価

を行う例のほか、施策対象者の介護給付費を直接モニタリングする例もみられる。 

 

■標準ロジックモデルの検討 

・ アウトカムリストからは、要介護度の抑制や改善を通じた健康寿命の延伸のみでなく、

自立した生活の維持・継続や、生活の質の向上をアウトカムとして整理可能である。 

・ これらのアウトカムの達成による社会的効果・便益として、代表的には介護給付費・医

療費等の行政コストの削減等が挙げられる。また、最終的な社会的効果・便益として

は、高齢者の尊厳が保持される社会を位置付けることができる。 

・ その他、中間段階のアウトカムとしては、健康・社会参加意識の向上や身体・心理機能

の維持、向上も位置付けることができる。 

図表 11 標準ロジックモデル（介護予防分野） 

  

ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ 初期ｱｳﾄｶﾑ 中期ｱｳﾄｶﾑ 長期ｱｳﾄｶﾑ 効果・便益

自
立
支
援
等
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
運
動
習
慣
、
認
知
機
能
改
善
、

日
常
支
援
等
）

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
修
了

（
参
加
者
数
、
実
施
回
数
等
）

身体・心理機能
の維持、向上

要介護状態の
予防、進行抑制

事故、被害の減少

健康寿命の
延伸

自立の促進

生きがいと尊厳
の保持・向上

生活満足度の向上

社会的関係性の
改善

介護給付費、医療費
の適正化

家族・地域との
良好な関係

家族の負担軽減

地域経済の
活性化• 厚労省基本

チェックリスト

• 要介護認定調
査項目

• 健康意識調査
• 外出頻度、

参加頻度
• 通院回数 等

• 要介護認定調査項
目

• 要介護者数

高齢者の尊厳が
保持される社会

健康・社会参加
意識の向上
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② 健康増進 
（ア） 文献調査によるアウトカム及び社会的効果・便益の整理 

・ 健康増進分野における初期・中期アウトカムを含む主なアウトカムとしては、健康増進

が実現された結果として「健康寿命の延伸」「身体的・心理的健康の維持・向上」「家

族・社会との関係性の向上」等があげられる。 

・ 同分野の主な社会的効果・便益としては、「医療費の抑制」「介護給付費の抑制」「QoL

の向上」等があげられる。 

 

図表 10 健康増進分野のアウトカム 

アウトカム中分類 アウトカム詳細（例） 
健康に関する知識・

意識の向上 
健康に関する知識・意識の向上 

行動の変容 行動への態度の変化 
行動の変容・行動の維持 

身体的・心理的健康

の維持・向上 
健康リスクの低減 
身体機能の水準の維持向上 
認知機能の維持向上 
各種指標（ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ該当率等）の改善 
健康状態の改善・コントロール 
抑鬱・ストレス状態の軽減・維持 

家族・社会との関係

性の向上 
家族との関係性の向上 
仲間・居場所の増加 

健康寿命の延伸 健康寿命の延伸 
資料：社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブホームページ アウトカム指標データベース

（https://simi.or.jp/tool/outcome_indicators_db）に基づき作成 

 
図表 11 健康増進分野の社会的効果・便益 

医療費の抑制 
介護給付費の抑制 
QoL の向上 
家族・地域との良好な関係性の形成 

資料：社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブホームページ アウトカム指標データベース

（https://simi.or.jp/tool/outcome_indicators_db）に基づき作成 
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（イ） PFS 事例調査等を通じた標準ロジックモデルの作成 
■先行事例概要 

・ 内閣府事例集によれば、健康増進に関連する国内 PFS事例は 4件（伊那市ほか、川西市

ほか、山梨県、豊中市）となっている。サービス内容としては、民間フィットネス事業

者への委託による健康増進プログラム（体力年齢測定、運動指導、食事指導･管理）、ア

プリの開発･提供･運用による健康意識の向上と行動変容の促進、インセンティブ付健康

プログラム、禁煙支援プログラムなどが実施されている。 

・ 社会的効果・便益としては、健康意識を高めて行動変容を促すことによる、健康寿命の

延伸や、医療費・介護給付費の適正化が掲げられている。 

・ 成果指標としては、アウトプットに相当するプログラム参加者数、初期アウトカムに相

当する「プログラム継続参加割合」、「歩数の変化」、中間アウトカムに相当する「体重

減少達成人数」や「体力年齢の低下達成人数」、最終アウトカムあるいは社会的効果・

便益に相当する医療費削減額など、様々な段階の成果指標が設定されている。 

 

■標準ロジックモデルの検討 

・ アウトカムリストからは、健康･プログラムに関する知識や意識の向上、心理的健康、

家族や社会との関係性の向上、QOLの向上などもアウトカムとして整理可能である。 

・ QOLは、EQ-5D（Euro Qol5 dimensions）によれば、本人の健康状態に関わる 5要素

（移動の程度、身の回りの管理、普段の活動、痛み/不快感、不安/ふさぎ込み）で整理

されているため、健康寿命の延伸、介護・被介護負担低下による社会的効果・便益は、

QOLの向上として位置づけられる。 

 

図表 11 標準ロジックモデル（健康増進分野） 

 

ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ 初期ｱｳﾄｶﾑ 中期ｱｳﾄｶﾑ 長期ｱｳﾄｶﾑ 効果・便益

健
康
増
進
プ
ロ
グ
ラ
ム

（
運
動
・
食
事
管
理
・
体
力
測
定
等
）

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
修
了

（
参
加
者
数
）

身体的健康の
維持･向上

心理的健康の
維持･向上 家族との

関係性向上

社会との
関係性向上

身体活動の水
準の維持･向上

健康リスクの
低減

健康寿命の延伸• 免疫力の向上
• ﾒﾀﾎﾞ予防の改善
• 悪玉の酸化LDLｺﾚｽ
ﾃﾛｰﾙの減少

• 循環器系機能の向上
• 筋肉量の維持･増加
• ﾊﾞﾗﾝｽ能力の向上
• 骨密度の上昇
• 柔軟性の維持･向上

医療費の抑制

介護･被介護負担
低下

QOLの向上

• 脳の働きの活性化
• ﾘﾗｯｸｽ状態の維持
• ｽﾄﾚｽ･不安感抑制

• 家族とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
増加

• 行動に対する家族か
らの評価

健康に関する
知識の向上

健康に関する
意識の向上

行動の変容

• 仲間･居場所の増加

• 地域社会と関わる機
会の増加

認知機能の
維持･向上

家族・地域との
良好な関係形成

健康増進
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③ 就労支援 
（ア） 文献調査によるアウトカム及び社会的効果・便益の整理 

・ 就労支援分野における初期・中期アウトカムを含む主なアウトカムとしては、就労が実

現された結果として「健康寿命の延伸」「生活自立」「社会自立」等があげられる。 

・ 同分野の主な社会的効果・便益としては、「所得税納税額、社会保険料徴収の増加」「公

的給付（生活保護費等）の削減」「医療費、介護給付費適正化」「QoLの向上」等があげ

られる。 

 

図表 12 就労支援分野のアウトカム 

アウトカム中分類 アウトカム詳細（例） 
就労意識の向上 就労意識の向上 

求職活動状況の改善 
就労のための知識や技能の獲得 

就労の実現 就業の実現 
就労状態の継続 一定期間後の就労状態の継続 
生活自立 生活習慣の改善 

心身の健康状態の改善 
社会自立 コミュニケーション能力の向上 

自己肯定感の向上 
健康寿命の延伸 要介護度進行の抑制 

健康寿命の延伸 
技能の向上 生産性の向上 

収益力の向上 
資料：社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブホームページ アウトカム指標データベース

（https://simi.or.jp/tool/outcome_indicators_db）に基づき作成 

 
図表 13 就労支援分野の社会的効果・便益 

所得税納税額、社会保険料徴収の増加 
公的給付（生活保護費等）の削減 
医療費、介護給付費適正化 
QoL の向上 
家族関係、コミュニティへの好影響 

資料：社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブホームページ アウトカム指標データベース

（https://simi.or.jp/tool/outcome_indicators_db）に基づき作成 
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（イ） PFS 事例調査等を通じた標準ロジックモデルの作成 
■先行事例概要 

・ 内閣府事例集によれば、就労支援を実施する国内 PFS事例は２件（佐倉市、岡山市）。

サービス内容は、アウトリーチ又は相談受付を通じて、就労や社会参加の支援を実施す

るものとなっている。 

・ 社会的効果・便益としては、自立促進や行政コストの減少（生活保護費、医療費、介護

給付費等）が目指されているほか、税収増や人手不足解消等も位置付けられている。 

・ 成果指標としては、就労数や定着率を位置付ける例もあるが（岡山市）、アウトリーチ

数などのアウトプット指標や、利用者の登録数、ステップアップ数などの中間アウトカ

ムが成果指標に位置付けられている。 

・ その他、PFS事業に限定されない就労支援の取組事例としては、施策の対象者に対して

技能訓練を実施することでの就労の実現・賃金の上昇に取り組む例もみられる。 

 

■標準ロジックモデルの検討 

・ アウトカムリストからは、就業そのものを成果とするだけでなく、働くことによる社会

的自立及び生活自立の達成をアウトカムとして整理可能である。 

・ これらのアウトカムの達成による社会的効果・便益として、所得の増（副次的な税収

増、行政コスト減）のほか、健康状態の改善や家族・社会との関係改善等が整理可能で

ある。 

・ その他、技能向上・人的資本の強化の観点からは、所得の増（賃金単価の上昇）の他に

地域の企業の収益力の向上が整理できる。 

図表 11 標準ロジックモデル（就労支援分野） 

  

ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ 初期ｱｳﾄｶﾑ 中期ｱｳﾄｶﾑ 長期ｱｳﾄｶﾑ 効果・便益

就
労
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム

（
訪
問
支
援
、
面
談
等
）

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
修
了

（
面
談
実
施
数
、
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
数
等
）

所得の増加

就労意識の向上 就労の実現

技能の向上

納税額増加、保
護費抑制

健康状態改善

QOLの向上

家族関係、、ｺﾐｭﾆﾃｨ
への好影響

収益力の増加
人的資本の

増強

人手不足の解消

医療費、介護給
付費抑制

生活自立

社会自立
（社会参加の

促進）

就業状態継続

技
能
向
上
プ
ロ

グ
ラ
ム
（技
能

向
上
訓
練
等
）

プ
ロ
グ
ラ
ム
の

修
了
（訓
練
の

実
施
数
等
）

• 就労意識の向上
• 働く意識の向上
• ステップアップ数 等

• 知識や技能の向上

• 就業者数

• 一定期間後の定
着状態

PFS事業としての事例は見られないが政策分野に関連
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④ 孤立対策・社会参加  
（ア） 文献調査によるアウトカム及び社会的効果・便益の整理 

・ 孤立対策・社会参加分野における初期・中期アウトカムを含む主なアウトカムとして

は、孤立が解消され社会参加の促進が実現された結果として「地域のソーシャルキャピ

タルの増加」「社会的孤立の解消」「ハイリスク・課題の軽減」等があげられる。 

・ 同分野の主な社会的効果・便益としては、「QoLの向上」「医療費の削減」「自殺者の減

少・孤独死の減少」等があげられる。 

 

図表 14 孤立対策・社会参加分野のアウトカム 

アウトカム中分類 アウトカム詳細（例） 
社会参加の増加 外出頻度、交流頻度の増加 

地域活動等への参加の増加 
地域のｿｰｼｬﾙｷｬﾋﾟﾀﾙ

の増加 
地域活動の状況 
地域活動の頻度の増加、地域団体の力の向上 
地域イメージの改善 

つながり・交流の増

加 
日常的な付き合い、友人などとの付き合いの程度の改善 
地域の会への参加 
他人への信頼の程度 

ハイリスク・課題の

軽減 
いじめ減少、うつの者減少、自殺者減少 
引きこもり者の減少 

社会的孤立の解消 自己肯定感・幸福感の増大 
心身の健康状態の改善 

資料：社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブホームページ アウトカム指標データベース

（https://simi.or.jp/tool/outcome_indicators_db）に基づき作成 

 
図表 15 孤立対策・社会参加分野の社会的効果・便益 

QoL の向上 
医療費の削減 
自殺者の減少・孤独死の減少 
地域の活性化 
地域イメージの改善 
就労の実現 

資料：社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブホームページ アウトカム指標データベース

（https://simi.or.jp/tool/outcome_indicators_db）に基づき作成 
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（イ） PFS 事例調査等を通じた標準ロジックモデルの作成 
■先行事例概要 

・ 内閣府事例集によれば、国内の PFSの先行事例のなかには、直接的な政策分野として孤

立対策・社会参加を位置付ける事例はないものの、引きこもりなどの社会的孤立者に対

する就労支援の取組（佐倉市）や、高齢者の社会参加促進を通じた介護予防の取組（豊

田市）がみられる。サービス内容は、集団指導又は個別指導を通じて、対象者の行動変

容を促すものとなっている。 

・ 成果指標としては、サービス対象者に対するアクション数やアウトリーチ数、アウトカ

ム指標としてはサービス対象者の意識や行動面の変化等が位置付けられている。 

 

■標準ロジックモデルの検討 

・ アウトカムリストからは、初期アウトカムとして社会参加の増加やつながり・交流の増

加、長期アウトカムとして社会的孤立の解消や地域のソーシャルキャピタルの増加を整

理可能である。 

・ これらのアウトカムの達成による効果として、健康への好影響や自殺者・孤独死の減

少、また地域に対しては地域の持続性の向上が整理できる。 

 

図表 11 標準ロジックモデル（孤立対策・社会参加分野） 

 
 
 
 
  

ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ 初期ｱｳﾄｶﾑ 中期ｱｳﾄｶﾑ 長期ｱｳﾄｶﾑ 効果・便益

社
会
参
加
、
孤
立
対
策

社
会
参
画
プ
ロ
グ
ラ
ム

（
地
域
と
の
つ
な
が
り
・
社
会
交
流
の
促
進
）

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
修
了

（
参
加
者
数
）

地域の活性化

災害対応力向上

地域ｲﾒｰｼﾞ改善

地域の信頼向上

地域の持続性の向上

つながり・交流の増加

• 地域組織へ参加の増加

• 地域活動の頻度の増加、
地域団体の力の向上

• 友人・ 知人の増加

• 人の集まる場ができる・世
代間交流の促進

外出頻度の増加

交流頻度の増加

社会参加の増加

社会的孤立の解消

ハイリスク・課題の
軽減

健康への好影響

QOLの向上

医療費の削減

社会的扶助費
の削減

地域のｿｰｼｬﾙｷｬﾋﾟﾀﾙ
の増加

自殺者の減少

孤独死の減少
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⑤ 教育 
（ア） 文献調査によるアウトカム及び社会的効果・便益の整理 

・ 教育分野における初期・中期アウトカムを含む主なアウトカムとしては、学力の向上

（学習意欲の向上や学習習慣の定着等）や、それらを通じた「家庭・学校での行動の改

善」「自立」等があげられる。 

・ 同分野の主な社会的効果・便益としては、「所得税納税額、社会保険料徴収の増加」「公

的給付（生活保護費等）の削減」「医療費、介護給付費適正化」等があげられる。 

 

図表 16 教育分野のアウトカム 

アウトカム中分類 アウトカム詳細（例） 
学力の向上 思考力、判断力、表現力の向上 

学習意欲の向上 
学習習慣の定着 

社会情動的能力の向

上 
忍耐力の向上 
自己表現力の向上 
他者を尊重/配慮する力の向上 

家庭・学校での行動

の改善 
向社会性の向上 
問題行動の改善 
健康・体力の向上 

自立 経済的自立 
生活自立 
精神的自立 

資料：社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブホームページ アウトカム指標データベース

（https://simi.or.jp/tool/outcome_indicators_db）に基づき作成 

 
図表 17 教育分野の社会的効果・便益 

所得税納税額、社会保険料徴収の増加 
公的給付（生活保護費等）の削減 
医療費、介護給付費適正化 
社会参加の推進 

資料：社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブホームページ アウトカム指標データベース

（https://simi.or.jp/tool/outcome_indicators_db）に基づき作成 
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（イ） PFS 事例調査等を通じた標準ロジックモデルの作成 
■先行事例概要 

・ 内閣府事例集によれば、国内の PFSの先行事例のなかには、直接的な政策分野として教

育を位置付ける事例はみられないものの、フリースクール事業による不登校の子供への

相談・通学指導等に取り組む事例はみられる（池田市）。サービス内容は、集団指導又

は個別指導を通じて、対象者の行動変容を促すものとなっている。 

 

■標準ロジックモデルの検討 

・ アウトカムリストからは、学習習慣や家庭・学校での行動の改善を通じた当事者の自立

の達成をアウトカムとして整理可能である。 

・ これらのアウトカムの達成による効果として、経済的自立、生活自立、精神的自立のほ

か、社会参加の増加、健康体力の向上が整理できる。 

 
図表 11 標準ロジックモデル（教育分野） 

 

  

ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ 初期ｱｳﾄｶﾑ 中期ｱｳﾄｶﾑ 長期ｱｳﾄｶﾑ 効果・便益

学
習
促
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
修
了

（
参
加
者
数
、
実
施
回
数
等
）

• 基礎的知識・技能の向上

家庭・学校での
行動の改善

経済的自立

• 思考力・判断力・表現力の向上

• 学習意欲の向上

• 学習計画の構築

• 忍耐力の向上

• 自己効力感の向上

• 将来への意欲の向上

• 自己表現力の向上

• 他者を尊重・配慮する力の向上

• 寛容性の向上

• 自己肯定感の向上

• 内在化、外在化している
問題行動の改善

※不登校、引きこもり、非
行等

向社会性
の向上

社会参加

• 学習習慣の定着

生活自立

精神的自立

健康・体力の向上

医療費の削減

QOL向上

学力の向上

社会情動的能
力の向上

所得の向上

安定した就労

学習習慣の
長期での定着

自立

健康・体力
の向上

家庭・学校での行動の改善
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第III章  社会的効果・便益の算出等に必要な情報の収集 

１． 調査の趣旨及び調査対象 

 調査の趣旨 
・ 前章で調査を実施した５つの政策分野からアウトカムを選定して、社会的効果・便益の

算出等に必要となるエビデンスを収集した。 

・ なお、算出の対象とした社会的効果・便益について、令和 3年度調査では最終アウトカ

ム（またはそれに準ずるアウトカム）を主な算定の対象としたが、実際の PFS事業にお

いては評価期間を含む事業期間中に最終アウトカムが観測されることは稀であり、多く

の事例では初期～中間アウトカムの達成に対する支払い条件の設定がされていることを

踏まえ、本業務では中間段階のアウトカムを検討の対象に含めている。 

・ その他、PFS 事業においては、成果指標の設定にあたって、中間的なアウトカム指標と

最終アウトカム指標の関連性がステークホルダー間での協議の論点となることも多いこ

とを踏まえ、ここでは最終アウトカムと社会的効果・便益のつながりを示すエビデンス

のみならず、中間アウトカムと最終アウトカムのつながりを示すエビデンスについても

検討の対象に含めている。 

 

図表 18 調査の対象（イメージ） 

 

 

 調査対象とするアウトカム 
・ 前章で整理した５つの政策分野より選定した、情報収集の対象とするアウトカムをそれ

ぞれ以下に示す。 

 

図表 19 情報収集の対象とするアウトカム 

 

  

①最終アウトカムの達成に対する原単位の整理
②初期～中間アウトカムと社会的便益の関係性の整理

01介護予防

02健康増進

03就労支援

04教育

05孤立緩和,社会参加

政策分野 深堀するアウトカム

要介護度の進行抑制

歯、口腔の健康

就労促進

困難な子の学力

高齢者の孤独・孤立の解消
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 調査の手順 
① 調査対象の絞り込み 
・ 本調査では、第Ⅱ章で政策分野ごとに整理した社会的効果・便益のうち、客観性をもっ

て数値算定が可能であり、かつアウトカムがもたらす直接的な社会的効果・便益（副次

的効果ではないもの）を情報収集の対象とした。 
② 参照した文献等 
・ 情報収集にあたっては、主に文献資料及び統計資料を対象としたレビューを実施した。 

 文献資料については、“最終アウトカムと社会的効果・便益のつながり”及び“中

間アウトカムと社会的効果・便益のつながり“を示すエビデンスを整理するうえで

収集した。 

 統計資料については、主に“最終アウトカムと社会的効果・便益のつながり”を示

すエビデンスを整理するうえで収集した。 

③ 文献資料の収集方法 
・ 文献資料としては、主に学術論文と官公庁等による報告資料を参照した。学術論文の収

集方法は、以下に示すとおりである。 

・ 検索にあたっては検索エンジン Google Scholarを利用した。検索時に利用したキーワ

ードは、前掲の政策分野別のアウトカムのリスト及び標準ロジックモデルで取りまとめ

たアウトカムを中心に、一定の表記揺れ・関連用語を含めた検索を行っている。 

・ 本業務では、収集した文献のエビデンスとしての信頼度を個別に判断・評価し、取捨選

択を行うものではないが、PFS事業の実務においては対象者の人数や測定期間、測定方

法に基づきエビデンスとしての信頼度を評価することがふさわしいことから、これらに

ついては基礎的情報としてレビュー対象に加えている。なお、これらの基礎情報が整理

されていない文献については分析結果から除外した文献もある。 

・ 文献資料は主に以下の様式に沿って要約した。 

 研究の概要（目的、得られた結論） 

 アウトカムの達成による効果／便益（分析の結果） 

 調査手法（調査対象、評価手法、調査期間） 
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２． エビデンスの収集①：要介護度の進行抑制（介護予防分野） 

 調査対象とする社会的効果・便益 
・ 標準ロジックモデルで整理した社会的効果・便益について、それを直接的に計測するた

めの指標を整理すると次の通りとなる。 

・ また、それぞれの指標について、①客観指標であるか、②直接的効果であるか（副次的

効果ではないか）、の観点で調査対象を絞り込み、「介護給付費、医療費の適正化」を選

定した。 

 

図表 11 調査対象とする社会的効果・便益 

  
 
  

事故、被害の減少

生活満足度の向上

介護給付費、医療費
の適正化

家族の負担軽減

地域経済の活性化

 高齢者が加害者・被害者となる
事故・事件数

 「生活満足度が向上した」と感じ
る高齢者の割合

 要介護度の進行者数
 慢性疾病の重症者数

 「介護による家族の負担が軽減
した」と感じる家族の割合

 地域の経済指標（従業者数、財
政力指数、県内総生産 等）

○

×

○

×

○

想定される指標の例効果・便益 客観指標

×

○

○

×

×

直接的効果

高齢者の尊厳が
保持される社会

 「高齢者の尊厳が保持されてい
る」と感じる高齢者の割合

× ×

家族・地域との
良好な関係

 「家族や地域と良好な関係を維
持できている」と感じる高齢者の
割合

× ×
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 エビデンス収集結果の概要 
・ 調査対象とした「介護給付費、医療費の適正化」の社会的効果・便益に関連するアウト

カムは、以下のとおり整理できる。 

・ ここでアウトカム同士、またアウトカムと社会的効果・便益の関係を示すエビデンスを

以下の通り確認を行った。 

 

図表 11 エビデンス収集結果の概要 

 
 
【エビデンス収集結果の概要】 

■エビデンス① 要介護度の進行抑制（長期アウトカム） 
 要介護度の進行抑制の達成に伴う長期アウトカムとしては、保険給付額の削減、本人や

家族の満足度（Well-being）や自己肯定感の向上、現役世代の逸失所得削減などが挙げ

られる。また、これらのうち社会的便益（行政支出の削減）として計上可能なものとし

ては、保険給付額の削減が想定される。 

 実際に削減される保険給付額の水準は、当時者の利用するサービスや自治体が提供され

るサービスの水準や内容にもよるため、PFS事業ごとに検討する必要があるが、事前評価

段階では、国の統計資料に基づき、大まかな原単位を試算することも可能である。 

 
■エビデンス② 基本チェックリストの改善（中期アウトカム） 

初期ｱｳﾄｶﾑ 中期ｱｳﾄｶﾑ 長期ｱｳﾄｶﾑ 効果・便益

身体・心理機能の
維持、向上

要介護状態の
予防、進行抑制

介護給付費、医療費の
適正化

• 厚労省基本
チェックリスト

• 要介護認定調
査項目

• 歩行習慣
• 外出頻度

• 要介護認定調査
項目

• 要介護者数

健康・社会参加
意識の向上

エビデンス①

要介護度1→2 の抑制

要介護度2→3 の抑制

約480千円/人・年

約810千円/人・年

アウトカム 効果・便益

エビデンス②

 基本チェックリストの改善による
要介護認定発生率の変化

エビデンス③

 歩行習慣の定着、外出頻度の増
加による重度認定発生率の低下

エビデンス④

 外出頻度の増加による活動能力
の増進
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 厚労省の作成する基本チェックリストは、要介護認定の新規発生に対するスクリーニン

グツールとして開発、運用されている。要介護認定発生のスクリーニングの精度につい

ては複数件の研究報告がみられる。 

 
■エビデンス③、④ 外出習慣・歩行習慣の定着（中期アウトカム） 
 外出習慣・歩行習慣の定着については、自治体の取組むフレイル予防事業の一環として

取り入れられることもあるほか、要介護認定や心身の健康との関係性についての研究報

告もみられる。 
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 個別のエビデンス概要 
① 要介護度の進行抑制（長期アウトカム） 
（ア） 介護給付費等実態統計報告、介護保険事業状況報告（厚生労働省） 
 介護給付費等実態統計報告より各年度の保険給付額、介護保険事業状況報告より月単位

での要介護認定者数が整理されている。 

 統計資料上は都道府県単位での把握が可能であり、実際の PFS事業においては当該自治

体の所在する都道府県のデータを用いることが想定されるが、国全体で、要介護度別の

一人当たり保険給付額をもとに、要介護度の進行の抑制により削減可能なコストを試算

すると、以下のとおりとなる。 

 

【要介護度別保険給付額・認定者数及び要介護度の進行抑制により削減可能なコスト試算】 

 
※１：令和 3年度介護給付費等実態統計報告 令和 3年 5月分～令和 4年 4月審査分 

   閲覧表第 10表 保険給付額、年齢階級・介護サービス種類・要介護状態区分別 

※２：介護保険事業状況報告（令和 4年 4月分） 

   第 2-1表 都道府県別要介護（要支援）認定者数（令和 4年 4月末現在） 

  
 

② 基本チェックリストの改善（中期アウトカム） 
（ア） 1 年間の要介護認定発生に対する基本チェックリストの予測妥当性の検証 

（遠又ほか  2011年 1月 15日 日本公衛誌,第 58巻 第 1号,） 

1) 研究／事例の概要 

 厚労省の作成する基本チェックリストの要介護認定の発生予測能の検証を目的として、

チェックリストの各項目や各基準についての、要介護認定の真意発生に対する関連の程

度とスクリーニングの精度の検証を実施。 

 基本的チェックリストの全項目が、要介護認定発生と有意に関連することを確認し、そ

の後 1年間の要介護認定の新規発生の予測に有用と位置付けている。一方で、項目や分

野によって関連の強さや予測精度は異なるとしている。 

 

2) アウトカムの達成による効果／便益の整理 

 基本チェックリストの回答状況と要介護認定の発生状況を各問に対して分析した結果、

全項目で「該当なし」に比べて「該当あり」のもので新規認定者数の割合が高いことが

確認された（基本チェックリストの質問項目について、よりネガティブな回答を「該当

あり」として位置づけ）。性・年齢を補正したモデルを用いた解析によっても、全項目で

単位

保険給付額※１ 百万円

要介護認定者数※２ 人

一人当たり保険給付額 円/人

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

2,713,197

1,793,457

588,893

3,045,472

2,388,899

880,474

2,152,170

1,430,677

1,478,229

1,033,237

1,163,712

1,518,993

1,767,670

921,774

2,334,813

要介護度の抑制に伴う
保険給付額の抑制

円/人
485,755 815,820 378,383 332,275

要介護１⇒２ 要介護２⇒３ 要介護３⇒４ 要介護４⇒５
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有意なオッズ比（認定者と非認定者における要介護認定の発生割合の比率）の上昇が認

められた。また、全設問項目を同時に投入したモデルにおいては、いくつかの項目が有

意に関連することが認められた。 

 基本チェックリストの各分野の基準への該当状況と要介護認定の発生状況及びオッズ比

を分析すると、全ての分野で有意なオッズ比の上昇が認められた。 

 

【基本チェックリストの各分野の該当基準における要介護認定発生のオッズ比】 

 

 

3) 調査手法等 

■調査対象 

 宮崎県大崎市の住基台帳上の 65歳以上住民に対して記名自記式質問紙による調査票を配

布・回収し、要介護認定状況の情報提供に同意した 16,758人のうち 14,636人（基本チ

ェックリストの回答項目数が１項目以下の 67人、ベースライン調査時に要介護認定を受

けていた 1,814人、追跡期間内に死亡・転出した 241人（死亡 212人、転出 29人）を除

外した人数） 

■評価手法 

 コホート研究 

■調査期間 

 2006年 12月から 1年間 
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③ 外出習慣・歩行習慣の定着（中期アウトカム） 
（ア） 地域在住高齢者の要介護認定のリスク要因の検討 AGES プロジェクト 3 年間の追跡研
究 

（平井寛ほか 2009年 8月 15日 日本公衛誌,第 56巻 第 8号） 

1) 研究／事例の概要 

 地域在住高齢者 9,702 人に対する 3年間の追跡調査（調査対象期間を通じた要支援状態

の認定及び重度認定（要介護２以上）の発生）を通じて、要介護認定のリスク要因を検

討。 

 追跡調査を実施した結果として、年齢が高い、治療中の疾病あり、服薬数多い、歩行時

間 30分未満、外出頻度月 1回未満等が要介護認定の高いリスクと関連していることが示

された。 

 

2) アウトカムの達成による効果／便益の整理 

 調査対象の高齢者のうち、1日平均歩行時間が 30分未満の高齢者は 30分以上の高齢者よ

りも要支援認定及び重度認定のハザード比が有意に大きいと評価され、歩行時間が短い

場合、要介護認定リスクが高いことが示された。具体的には、男性の場合、平均歩行時

間が 30 分以上の高齢者に対して、30分未満の高齢者の要支援認定、重度認定発生率は年

齢調整済みハザード比でそれぞれ 1.66倍、1.79倍、女性の場合は 1.29倍、1.56 倍と評

価された。 

 同様に、外出頻度が週 1回以下の高齢者は、ほぼ毎日外出する高齢者よりも要支援認定

及び重度認定のハザード比が有意に大きいと評価され、外出頻度が少ない場合、要介護

認定リスクが高いことが示された。具体的には、男性の場合、外出頻度がほぼ毎日の高

齢者に対して、週 1回以下の高齢者の要支援認定、重度認定発生率は年齢調整済みハザ

ード比でそれぞれ 1.62倍、1.88 倍、女性の場合は 1.46倍、1.79倍と評価された。 
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【身体的特性・機能状態・心理的特性・生活習慣・社会的特性と要介護認定の関連 ※抜粋】 

 

 

3) 調査手法等 

■調査対象 

 東海地方の 5自治体に居住する、要介護認定を受けていない 65歳以上高齢者 24,374名

（4 自治体については要介護認定を受けていない高齢者の全数：合計 19,374人、1自治

体については要介護認定を受けていない高齢者約 10,000 人の中から無作為に 5,000 人を

抽出）を対象とした自記式アンケート郵送回収調査を実施。調査回答者は 12,031 人（回

収率：49.4％）。回答結果より、性別、年齢を回答していない者（n=1,387）、歩行、入

浴、排泄が自立していないまたは無回答の者（n=905）、2003年 10月 31日までに要介護

状態になった者、死亡した者（n=37）を除いた高齢者を抽出（9,702人）。 

■評価手法 

 コホート研究 

■調査期間 

 2003年 10月から 3年間 

 

  

男性

女性
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（イ） 地域在宅高齢者の外出頻度別に見た身体・心理・社会的特徴 
（藤田幸司ほか 2004年 3月 15日 日本公衛誌,第 51巻 第 3号） 

 

1) 研究／事例の概要 

 地域高齢者の普段の外出頻度は、個人の心身機能や社会活動性の水準と密接に関連して

いるとの仮説に基づき、地域在宅高齢者に対して外出頻度と各種健康指標との関連や外

出頻度に関わる要因を分析した横断研究を実施し、外出頻度の健康指標としての妥当性

を検証した。 

 結論として、地域高齢者においては外出頻度が低いほど身体・心理・社会的側面での健

康水準は低く、すでに信頼性・妥当性が検証されている健康指標との相関性も高かった

ことから、外出頻度を地域高齢者の包括的な健康指標の一つとみなすことが妥当として

いる。 

 

2) アウトカムの達成による効果／便益の整理 

 外出頻度別に心理・身体・社会的特性を比較すると。外出頻度が多いほど、生活機能・

認知機能が高い傾向がみられる。 

 

【外出頻度で分けた 4群間における身体・心理・社会的特徴の比較 ※抜粋】 

 

 

 また、多重ロジスティック回帰モデルを用いて、外出頻度が低いことに対するオッズ比

をみると、手段的自立、社会的役割について、外出頻度の低さと生活機能の低さに相関

関係があるとしている。具体的には、生活機能に係る老研式活動能力指標のうち手段的

自立、社会的役割を対象に、外出頻度が低いこと（「週 1回程度以下」vs.「毎日 1回以

上」）について、基準カテゴリー（手段的自立：5点満点、社会的役割：4点満点）に対

する比較カテゴリー（手段的自立：4点以下、社会的役割：3点以下）のオッズ比（すべ

ての変数調整後）を求めたところ、それぞれ 2.71、2.91 で有意に高かった。 
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【低い外出頻度と各変数との独立した関連性（すべての変数を調整） ※抜粋】 

 

 

3) 調査手法等 

■調査対象 

 新潟県与板町の 65歳以上の全住民（2000 年 10月 1日時点）1,673 名 

■評価手法 

 横断研究 

■調査期間 

 2000年 11月 
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３． エビデンスの収集②：口腔健康の維持（健康分野） 

 調査対象とする社会的効果・便益 
・ 標準ロジックモデルで整理した社会的効果・便益について、それを直接的に計測するた

めの指標を整理すると次の通りとなる。 

・ また、それぞれの指標について、①客観指標であるか、②直接的効果であるか（副次的

効果ではないか）、の観点で調査対象を絞り込み、「健康寿命の延伸、医療費の抑制」を

選定した。 

 

図表 11 調査対象とする社会的効果・便益 

 

 

 

  

医療費の抑制

QOLの向上

健康寿命の延伸

介護･被介護負担
低下

家族・地域との
良好な関係形成

 医療費

 「生活満足度が向上した」と感じ
る人の割合

 死亡確率

 「介護による家族の負担が軽減
した」と感じる家族の割合

 要介護度

 「家族・地域との関係が良好で
ある」と感じる人の割合

○

×

○

×

×

想定される指標効果・便益 客観指標 直接的効果

○

○

○

×

×
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 エビデンス収集結果の概要 
・ 調査対象とした「介護給付費、医療費の適正化」の社会的効果・便益に関連するアウト

カムは、以下のとおり整理できる。 

・ ここでアウトカム同士、またアウトカムと社会的効果・便益の関係を示すエビデンスを

以下の通り確認を行った。 

 

図表 11 エビデンス収集結果の概要 

 

【エビデンス収集結果の概要】 
 ■エビデンス① 歯の喪失防止による健康寿命の延伸（長期アウトカム） 

 長期アウトカムとしての口腔の健康状態の改善に伴う効果としては、健康寿命の延伸や

健康格差の縮小、本人の満足度（Well-being）、適切な食生活の実現などが想定される。 

 これらのうち、実際に延伸することが想定できる寿命の水準は、介入の内容や対象者の

属性にもよるため、PFS事業ごとに検討する必要があるが、メタ分析レビューを含む研究

の蓄積より、期待される効果を大まかに想定することも可能である。 

 

■エビデンス③歯周病の抑制による糖尿病の抑制 

 歯周治療による合併症防止への効果として、糖尿病患者の血糖コントロールの改善効果

が確認されている。Teeuw らによる、既往研究を対象としたメタアナリシスによれば、

639 件の研究から 5件の論文より、歯周治療による糖尿病患者の血糖コントロールの改善

に寄与することが確認されている。 

 フッ化物配合歯磨剤について、永久歯の虫歯に対する予防効果があることが示されてい

る。さらに、その効果は対象者の居住地でフロリデーションが行われているか否かに関

身体的健康の
維持･向上

心理的健康の
維持･向上

身体活動の
水準の維持･向上

健康リスクの低減

健康寿命の延伸

• 歯周病の抑制

医療費の抑制認知機能の
維持･向上

健康増進

中期ｱｳﾄｶﾑ 長期ｱｳﾄｶﾑ 効果・便益

• 歯数の維持

• 糖尿病の抑制

• う蝕（虫歯の前段階）
の予防

エビデンス②

エビデンス①エビデンス③

 歯数の維持による医科診療費の削減

 歯の喪失防止による死亡確率の低下、健康
寿命の延伸

残存歯19本以下

残存歯0-4本

1.31倍

1.60倍

アウトカム 効果・便益

残存歯20本以上の者と比較

 歯周病の抑制による糖尿病の抑制
（高血糖の抑制）
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わらないこと、1 日 2 回以上の方が 1 日 1 回以下よりも効果的であることが確認され

ている。 
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 個別のエビデンス概要 
① 歯の喪失防止による健康寿命の延伸（長期アウトカム） 
（ア） 口腔保健（歯の保存状況，咀嚼，口腔疾患等）と寿命 歯数と寿命 

（深井 穫博  健康長寿社会に寄与する歯科医療・口腔保健のエビデンス 2015 課題別エビデン

ス 項目別レビュー） 

1) 研究／事例の概要 

 全ての高齢者に対する適切なヘルスケアの提供に向けて、口腔に関する課題別に、文献

調査に基づくエビデンスレビューを実施したもの。 

 歯・口腔の健康と死亡との関連に対するレビュー結果からは、歯数の保持によって、寿

命を延伸するエビデンスが示されたとされている。 

 

2) アウトカムの達成による効果／便益の整理 

 歯数と生命予後の関係について、歯の喪失と死亡に関するシステマティックレビュー・

メタ解析の検索手順及び結果を参考に文献調査を実施した結果、歯数と生命予後の関係

では、その効果が 1.1 倍から 2.8倍と評価されるなど、歯の喪失防止が寿命の延伸に貢

献することが示された。 

 一方で、先行研究における歯数の区分や交絡因子の調整が異なること等から、歯数が増

加することで何年の寿命の延長に貢献するかという推計は現時点で困難とされている。 

 

3) 調査手法等 

■調査対象 

 PubMed（1966年～2014年 11月）を用いた文献検索を中心とした検索を通じて把握した

歯数と寿命に関する 5,766編及び義歯と寿命に関する 2,548編の論文を、タイトル抄録

内容及び調整された交絡因子、報告内容から精査して得た 36編の論文。 

■評価手法 

 メタ分析 

■調査期間 

 1966年～2014年 11月(PubMedの論文投稿期間） 
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（イ） 北海道における高齢者の歯の状況と全身の健康に関する研究―医科診療費からの分析． 
（葭内朗裕，兼平 孝，栗田啓子ほか北海道歯誌 32：12-24，2011．） 

1) 研究／事例の概要 

 北海道国民健康保険団体述合会から提供を受けた平成 19年のレセブトデータに基づき、

北海道内の国民健康保険被保険者のうち，満 70歳以上で歯科医療機関を含む医療機関を

受診した者を対象に，現在歯数，欠損補綴状況，歯周病罹患状況と被保険者１人あたり

の医科診療費との関連、およびレセプト１件あたりの医科診療費から現在の歯数と生活

白憤病の催患状況との関連について調査を行ったもの。 

 

2) アウトカムの達成による効果／便益の整理 

 被保険者 l人あたりの平均医科診療費は，どの年齢区分においても現在歯数が 20歯以上

（20歯以上（区分 0）を「達成者」と定義）比較して、現在歯数が少なくなるにつれて

高くなる傾向が認められた（20歯未満（区分 1～4）を「非達成者」と定義）。 

 「非達成者」群/「達成者」群の平均医科診療比率は 1.2～1.3倍： 

全体、70～74歳、75～79歳、80歳以上の各群でそれぞれ 1.31、1. 27、1.38，1.20 とい

ずれも有意な差が認められた。 

 現在指数区分 4と区分 0の平均医科診療費比率は 1.4～1.6倍： 

全体、70～74歳、75～79歳、 80歳以上の名群でそれぞれ 1.60、1.18、1.15、1.36とい

ずれも有意な差が認められた。 

※現在歯数（5区分） 0:20 歯以上 1:15～19歯 2:10～14歯 3：5～9歯 4：0～4歯 

 

【年齢区分別、現在歯数区分別の平均医科診療費(被保険者１件あたり、単位 円)】 
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3) 調査手法等 

■調査対象 

 北海道内の国民健康保険被保険者のうち，満 70歳以上で歯科医療機関を含む医療機関を

受診した者のうち、承諾を得られた者かつ歯科と医科の両方に外来レセプトがある者

53,706 人（現在歯数が 20 歯以上の「達成者」は 15,911人 (29.6%)， 20歯未満の「非

達成者」は 37,795人 (70.4%)）。 

■評価手法 

 一元配置分散分析にて解析（3群以上のデータに対して全体として差があるかを判定）

し、Bonferroni 法（ボンフェローニ法）による多重比較（3群以上の群間の差の検定）

を行っている(p<O.05)。 

■調査期間 

 2007年 5月分のレセブトデータによる。 
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② 合併症の防止（中期アウトカム） 
（ア） Effect of periodontal treatment on glycemic control of diabetic patients:     

A systematic review and meta-analysis.  
Teeuw WJ, Gerdes VE, Loos BG. Diabetes Care 2010; 33: 421-427.  

1) 研究／事例の概要 

 英語による 639件の研究を対象とした審査の結果、5件の適切な論文を選択し、これらの

論文により、歯周治療による糖尿病患者の血糖コントロールの改善に寄与するかどうか

を評価したもの。 

 歯周炎を予測因子とし、A1C の実際の絶対変化(ΔA1C)をアウトカムとしたこれらの分析

には、合計 371人の患者が含まれている。追跡期間は 3〜9カ月。 

 

2) アウトカムの達成による効果／便益の整理 

 治療の前後で 0.40％ポイントの HbA1c の減少分。(HbA1c：過去 2～3ヶ月間の血糖値のコ

ントロール状態を示す指標。赤血球中のヘモグロビン（色素）のうち糖と結合している

割合を示す検査値。正常範囲は、糖尿病治療ガイドライン（日本糖尿病学会）で 4.6〜

6.2％。同値が高い場合、常に高血糖によって血管へダメージが生じているものと捉えら

れる) 

 2型糖尿病（血液中のブドウ糖（血糖）が正常より多くなる病気）の患者を対象としたい

ずれの研究でも、対照群と比較して歯周治療後に血糖コントロールが改善した(ΔA1C の

範囲で−1.17%～−0.05%)。 

 メタアナリシスでは、治療前後のΔA1C の加重平均差（介入群と対照群の平均値の差）

が平均-0.40%(95%信頼区間：-0.77%〜-0.04%、P値=0.03)で、2型糖尿病患者への歯周介

入が有利であることが示された。しかしながら、A1Cのこの改善は、研究間の異質性の検

定結果(59.5%、P = 0.04)によって証明されるように、頑健性が限られているため、慎重

に解釈する必要がある。 

 

3) 調査手法等 

■調査対象 

 文献検索(2009年 3月まで)は、言語を英語に限定した 2つのデータベース

(MEDLINE(PubMed 経由)とコクランライブラリ)を用いて実施した。 

■評価手法 

 自由テキスト検索用語とブール演算子「OR」および「AND」を使用して検索: 

 [「歯周病」または歯周炎または「歯周感染症」または歯周*]、[「糖尿病」または

糖尿病*または「糖尿病患者*」または「糖尿病患者*」または「インスリン非依存

性糖尿病」または niddm（インスリン依存状態）または「インスリン依存性糖尿

病」または iddm（インスリン非依存状態）または「1型糖尿病」または t1dmまた

は「2型糖尿病」または[治療または治療または介入]  
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 さらに、MEDLINE およびコクランの医学主題の見出しで、[歯周病]および[糖尿病]

および[治療または治療または介入研究]で追加検索を実施。 

 639 件の研究から信頼出来る５つの論文選択にあたり、オリジナルの研究であること、歯

周治療を受けている糖尿病患者と歯周治療を受けていない糖尿病患者を含む介入研究で

あること、研究期間が 3ヶ月以上であること、ヒトを対象とした研究であることを基準

としている。 

■調査期間 

 検索対象期間：1960 年 1月から 2009 年 3月 31日まで。 

 

（イ） Marinho VC, Higgins JP, Sheiham A, Logan S. Fluoride toothpastes for 
preventing dental caries in children and adolescents. Cochrane Database Syst 
Rev 2003: CD002278. 

 

1) 研究／事例の概要 

 子供の虫歯予防におけるフッ化物配合歯磨剤の有効性と安全性を判断し、その効果を変

更する可能性のある要因を調べることを目的として実施。 

 74の論文に基づいたシステマティックレビューより、フッ化物配合研磨剤による永久歯

の虫歯に対する予防効果を整理した結果によれば、フッ化物配合歯磨剤が永久歯の虫歯

に対する予防効果があることが示された。 

 

2) アウトカムの達成による効果／便益の整理 

 フッ化物配合歯磨剤の使用は、歯面単位の評価によるう蝕(虫歯)予防率（D(M)FS PF）で

24%の効果(95%信頼区間：0.21～0.28; P<0.0001)があることが示された。 

※D(M)FS PF ：う蝕経験歯面の予防率（D：Decayed,現に口腔に存在する未処置のう蝕、

M：Missing,う蝕のために喪失または抜去された過去のう蝕、F:filled,処置された過去

のう蝕、D(M)FS：D(M)Fの歯面数（S：Tooth Surface）、PF: Prevented fraction,予防

率） 

 また、その効果は、フッ素濃度の高さ、使用頻度の多さ、ブラッシング指導の実施があ

るかにより、より高まることが示されている。 

 

3) 調査手法等 

■調査対象 

 1966～2000 年の 74論文。少なくとも 1年間、16歳までの小児を対象にフッ化物練り歯

磨きとプラセボの比較について、ブラインド化されたアウトカム評価を行ったランダム

化比較試験または準ランダム化比較試験によるもの。 

 検索対象：Cochrane Oral Health Groupの Trials Register(2000年 5月)、Cochrane 

Central Register of Controlled Trials(CENTRAL)(The Cochrane Library 2000, Issue 

2)、MEDLINE(1966-January 2000)、およびその他のいくつかのデータベース。 
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 対象とした研究には、小児 42,300例が含まれている。 

■評価手法 

 システマティックレビューによる。 

■調査期間 

 レビュー対象論文：1966 ～ 2000 年。 
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４． エビデンスの収集③：就労支援（就労支援分野） 

 調査対象とする社会的効果・便益 
・ 標準ロジックモデルで整理した社会的効果・便益について、それを直接的に計測するた

めの指標を整理すると次の通りとなる。 

・ また、それぞれの指標について、①客観指標であるか、②直接的効果であるか（副次的

効果ではないか）、の観点で調査対象を絞り込み、「所得の増加、納税額増加、保護費抑

制」を選定した。 

 

図表 11 調査対象とする社会的効果・便益 

 

 

 

  

納税額増加、保護費
抑制

医療費、介護給付費
抑制

所得の増加

健康状態改善

QOLの向上

 納税額、社会保険料徴収額
 公的給付額

 医療費
 介護給付費

 所得額

 「健康状態が改善した」と感じる
対象者の割合

 「生活満足度が向上した」と感じ
る人の割合

○

○

○

×

×

想定される指標効果・便益 客観指標

家族関係、
ｺﾐｭﾆﾃｨへの好影響

 「家族関係が向上した」と感じる
人の割合

×

直接的効果

○

×

○

×

×

×
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 エビデンス収集結果の概要 
・ 調査対象とした「所得の増加、納税額増加、保護費抑制化」の社会的効果・便益に関連

するアウトカムは、以下のとおり整理できる。 

・ ここでアウトカム同士、またアウトカムと社会的効果・便益の関係を示すエビデンスを

以下の通り確認を行った。 

 

図表 11 エビデンス収集結果の概要 

 

【エビデンス収集結果の概要】 
■エビデンス①、② 就職の実現を通じた納税額の増加、社会保険給付額の抑制（長期アウト

カム） 

 長期アウトカムとしての未就労者の週力の実現及び継続的な就労の達成に伴う社会的便

益（行政支出の削減）としては、納税額（所得税・住民税）・社会保険料の増加、生活保

護費に代表される社会保険給付額の削減のほか、生活習慣の改善、経済的自立とそれに

伴う自己肯定感の向上などが想定される。 

 これらのうち、実際に増加する納税額等及び削減される社会保険給付額の水準は、事業

を通じて達成する就職の内容にもよるため、PFS事業ごとに検討する必要があるが、事前

評価段階では、国の統計資料に基づき、大まかな原単位を試算することも可能である。 

 

  

ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ 初期ｱｳﾄｶﾑ 中期ｱｳﾄｶﾑ 長期ｱｳﾄｶﾑ 効果・便益

就
労
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム

（
訪
問
支
援
、
面
談
等
）

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
修
了

（
面
談
実
施
数
、

ア
ウ
ト
リ
ー
チ
数
等
）

所得の増加

就労意識の向上 就労の実現

納税額増加、保護
費抑制

就業状態継続

• 就労意識の向上
• 働く意識の向上
• ステップアップ数 等

• 就業者数

• 一定期間後の定着
状態

エビデンス①

就職継続1人 所得33.5万円/月
アウトカム 効果・便益

エビデンス②

就職継続1人

アウトカム 効果・便益

納税額・社会保険料
徴収額

104万円/年
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 個別のエビデンス概要 
① 就職継続 1 人あたりの所得増加額（長期アウトカム） 
（ア） 賃金構造基本統計調査（厚生労働省） 
 賃金構造基本統計調査では、主要産業に雇用される労働者について、その賃金の実態を

労働者の雇用形態、就業形態、職種、性、年齢、学歴、勤続年数、経験年数別等に整理

されている。 

 学歴別の現金給与額等については、以下のとおり。 

 

【支給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額（男女計） 】 

 

 

※令和３年賃金構造基本統計調査 第１表 年齢階級別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞

与その他特別給与額 

括弧表記はそれぞれ学歴計に対する比率 

  

(単位：千円/人)

きまって支給する現金給与額
所定内給与額

学歴計 334.8 (1.00) 307.4 (1.00) 875.5 (1.00)
中学 291.4 (0.87) 261.0 (0.85) 442.7 (0.51)
高校 301.2 (0.90) 271.5 (0.88) 693.0 (0.79)
専門学校 311.9 (0.93) 288.4 (0.94) 725.1 (0.83)
高専・短大 310.1 (0.93) 289.2 (0.94) 897.6 (1.03)
大学 387.3 (1.16) 359.5 (1.17) 1,167.4 (1.33)
大学院 489.1 (1.46) 454.1 (1.48) 1,806.8 (2.06)

区分
年間賞与その他特別

給与額
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（イ） 2020 年度「経済・財政・社会保障収支・労働需給バランス」検討部会報告書 
（日本財団 WORK！DIVERSITY プロジェクト 2021年 3月（編集：一般社団法人ダイバーシ

ティ就労支援機構）） 

 

1) 研究／事例の概要 

 就労困難な者が働くことができることは、減少する労働力人口を補い経済にプラスの影

響を与えるとともに、税・社会保険料などを負担することが可能となり政府の財政収支

にもプラスの影響を与えると考えられることから、一定の雇用効果を仮定したうえで経

済・財政効果を試算したものである。 

 当該文献では、就労困難な者が働くことができることによる便益を賃金、経済効果（GDP

への効果）、財政効果（政府の収入および支出に与える影響）の観点から試算している

が、財政効果については、税（所得税・住民税、社会保険料・労働保険料）及び社会保

険料等（厚生年金、健康保険、労働保険（労災保険、雇用保険））の増加及び生活保護費

の削減効果があるとしている。 

 

2) アウトカムの達成による効果／便益の整理 

 想定される就労の形態（一般労働者、パートタイム就労、中間就労）ごとに、厚生労働

省の賃金構造基本調査に基づき、就労が実現した場合の年間収入を推定し、それに相当

する所得税・住民税、社会保険料・労働保険料の金額を試算している（対象者が障害者

の場合は別途試算）。また、タイバーシティ就労の実現を通じた生活保護の脱却に伴う生

活保護費の削減効果を試算している。 

 一般労働者（フルタイムで障害者以外、年間賃金：283万円）の場合、一人当たり所得

税:7万円、住民税：15万円、社会保険料：78万円、労働保険：4万円、合計：104万円

と試算された。同様に、一般労働者（フルタイム、障害者）：合計 100万円、パートタイ

ム就労（障害者以外、障害者共）：合計 1万円、中間就労：合計 1万円と試算された。 

 生活保護、扶助額は厚生労働省「被保護者調査」（2018 年）に基づき、1世帯当たり約

9.3 万円から 13.7万円（月額）と試算された。 

 

3) 調査手法等 

 統計調査に基づく試算 
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【所得税・社会保険料等のインフロー】 
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５． エビデンスの収集④：高齢者の孤独・孤立の解消（孤独孤立、社会参加分野） 

 調査対象とする社会的効果・便益 
・ 標準ロジックモデルで整理した社会的効果・便益について、それを直接的に計測するた

めの指標を整理すると次の通りとなる。 

・ また、それぞれの指標について、①客観指標であるか、②直接的効果であるか（副次的

効果ではないか）、の観点で調査対象を絞り込み、「医療費、介護給付費の適正化」を選

定した。 

 

図表 11 調査対象とする社会的効果・便益 

 

 

  

QOLの向上

自殺者の減少

地域の持続性
の向上

医療費、介護給付費
の削減

孤独死の減少

 「生活満足度が向上した」と感じ
る人の割合

 自殺者数

 地域組織への参加の頻度

 医療費、介護給付費
 健康寿命

 孤独死した死者数

×

○

○

○

○

想定される指標効果・便益 客観指標

就労の実現  就業者数 ○

直接的効果

○

×

×

○

×

×
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 エビデンス収集結果の概要 
・ 調査対象とした「介護給付費、医療費の適正化」の社会的効果・便益に関連するアウト

カムは、以下のとおり整理できる。 

・ ここでアウトカム同士、またアウトカムと社会的効果・便益の関係を示すエビデンスを

以下の通り確認を行った。 

 

図表 11 エビデンス収集結果の概要 

 

 

【エビデンス収集結果の概要】 
 ■エビデンス① 健康寿命の延伸、要介護度の進行抑制（長期アウトカム） 

 高齢者の孤独・孤立の解消に伴う効果として、本人や満足度（Well-being）や自己肯定

感の向上、心身の健康維持自殺リスクの抑制、人とのつながりを介した社会関係資本の

形成、要介護度の進行抑制などが想定される。 

 これらのうち、他者との交流機会の充実を通じた、要介護応対への移行の抑制につい

て、先行研究では定量的に評価された例があり、社会的孤立状態の解消により健康寿命

の延伸や要介護度の進行抑制に効果があるといえる。 

 

■エビデンス② 社会参加の促進（中期アウトカム） 

 地域活動への参加や雇用など、社会参加の状況の改善による累積介護費用の抑制効果に

ついて、６年間の大規模な追跡調査により明らかにした研究報告があり、社会参加度の

差に伴う累積介護費用の較差が確認されている。 

 また、厚生労働省が推進する高齢者の交流の場づくりである「通いの場づくり」の効果

について、要介護リスクが高く重点的支援を実施したモデル地区と、非モデル地区の８

年間に４回の地区ごとの実態調査結果を用いた比較分析を実施した研究報告があり、支

援の効果としてモデル地区と非モデル地区の較差の縮小または解消が確認されている。 

 

  

ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ 初期ｱｳﾄｶﾑ 中期ｱｳﾄｶﾑ 長期ｱｳﾄｶﾑ 効果・便益

社
会
参
加
、
孤
立
対
策

社
会
参
画
プ
ロ
グ
ラ
ム

社会参加の増加

社会的孤立の解消 健康への好影響

医療費、介護
費の削減

交流頻度の増加 つながり・交流の増加

エビデンス①

高齢者の

孤立傾向

アウトカム
効果・便益

孤立傾向にあった高齢
者は、1.34倍要介護状
態へと移行しやすい

エビデンス②

社会参加

の促進

アウトカム
効果・便益

来㎡ｙニティ活動の不参
加者と比較した、参加
者者の累積介護費用は

123～118千円低い

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
修
了
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 個別のエビデンス概要 
① 健康寿命の延伸、要介護度の進行抑制（長期アウトカム） 
（ア） 高齢者の生活に満足した社会的孤立と健康寿命喪失との関連-AGES プロジェクト 4 年間

コホート研究より- 
（斎藤ほか  2013年 10月 老年社会科学,第 35巻 第 3号） 

  

1) 研究／事例の概要 

 孤独・孤立と健康寿命との関連を検討することを目的とし、客観的な孤立状態及び主観

的評価としての生活満足度に着目して、満足孤立・不満足孤立のそれぞれが要介護状態

への移行リスクの相違や、孤立状態の解消による健康寿命に対する影響の規模を検証し

たもの。 

 健康寿命としての要介護状態への移行に着目した場合、男女ともに高齢期の孤立状態と

有意な関連が認められた。 

 

2) アウトカムの達成による効果／便益の整理 

 性別・生活満足度別の孤立状態と、要介護状態への移行（要介護認定者の年間発生率）

について分析した結果、孤立傾向にあった高齢者は 1.34 倍、要介護状態へと移行しやす

いという結果が得られた。 

 また、満足孤立・不満足孤立と要介護状態への移行との関連を検討したところ、非孤立

と比べて、不満足孤立で 1.78倍、満足孤立でも 1.17倍、要介護状態へ移行しやすいと

いう結果が得られた。 

 なお、男女別では、満足孤立であることと要介護状態への移行との関連は、男性でのみ

有意であるという結果となった。 
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3) 調査手法等 

■調査対象 

 愛知県知多半島の 65 歳以上の要介護認定を受けていない高齢者 29,374人を対象に郵送

法で行った調査のうち、回答が得られたのは 14,804人（回収率＝50.4％）、このうち調

査時点で「歩行・入浴・排泄」が自立であった 13,310人を対象として分析。 

 同居者以外との対面・被対面接触のいずれもが月に１，２回以下を孤立とし、生活に満

足している群を満足孤立、満足していない群を不満足孤立としている。 

■評価手法 

 コホート研究 

■調査期間 

 2003年 10月から 4年間 

 

② 社会参加の促進（中期アウトカム） 
（ア） 地域活動と雇用による累積介護費用の違い：日本人高齢者の前向き追跡調査
（Differences in Cumulative Long-Term Care Costs by Community Activities 
and Employment: A Prospective Follow-Up Study of Older Japanese Adults） 

（齋藤 雅重ほか  International Journal of Environmental Research and Public Health 

2021,5,19） 

 

1) 研究／事例の概要 

 公的介護保険の累積給付費用が、高齢者の雇用状況や地域活動頻度によりどの程度差異

が生じているかを分析した。 

 地域特性の偏りが無いよう配慮された全国 12市町村の 46,616サンプルを対象として、

2010年から 2011 年にかけて実施した雇用や社会参加の状況に関するベースライン調査の

結果と、以降６年間の介護費用記録を使用して、社会参加状況が高まるとどの程度累積

介護費用が低下するかを分析した。 

 その結果、コミュニティ活動への不参加者と参加者、雇用者と退職者で累積介護費用の

較差が把握された。 

 

2) アウトカムの達成による効果／便益の整理 

 2010年から 2011 年にかけて実施した 12市町村の機能自立高齢者を対象としたベースラ

イン調査を実施して、雇用形態と趣味、スポーツクラブ、ボランティアへの参加頻度に

基づいて地域活動を評価した。 

 その上で、46,616件の介護費用記録を使用して、回答者の累積介護費用を 6年間追跡調

査し、その結果を用いた線形回帰分析と欠損値の多重代入を伴う逆確率重み付け推定に

より全国の傾向を推定した。 

 その結果、各コミュニティ活動への不参加と比較して、趣味やスポーツグループ活動に

週に 2回以上参加した個人の累積介護費用は 6年間で 1人あたり 123～118千円低かった
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(28.7%～30.1%の抑制効果)。同様に、雇用者の費用は退職者よりも 1人あたり 55〜64千

円低かった(14.5%～16.9%の抑制効果)。 

 

 

【コミュニティ活動への参加者、雇用者の不参加者・退職者との累積介護費用差異額】 

（＄：1＄＝100 円換算） 

 

 

3) 調査手法等 

■調査対象 

 ベースラインデータは、日本老年学的評価研究(JAGES)の一環として、2010年 8月から

2011年 12月までの自記式質問紙を通じて収集された。調査対象は、日本の地域や人口規

模など幅広い特徴をカバーする全国 12市町村を選定し、当該地域に居住し、65歳以上で

身体的・認知的に自立し、地域で自立した生活をしている者を対象に抽出し、51,302人

から回答を得た(回収率=64.7%)。 

 ベースライン調査から 6年間の公的介護保険給付の請求記録について、対象者のうち性

別や年齢に関する情報が不足している人や転居者を除外した 46,616人の回答者(追跡率= 

90.9%)のデータを用いて分析した。 

■評価手法 

 全国的な前向きコホート研究。 

■調査期間 

 ベースライン調査実施時点（2010年 8月～2011年 12月）から６年間 
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（イ） 通いの場づくりによる介護予防は地域間の健康格差を是正するか︖ 
（辻大士 日本公衆衛生雑誌 2022,05,15） 

 

1) 研究／事例の概要 

 神戸市において、通いの場づくりにより地域レベルの指標が改善することを検証するた

めに実施された。 

 市内の全 78 圏域を（３）で後述する方法によりモデル地区（支援が必要な要介護リスク

指標の高い地区）とそれ以外の地区に区分した上で、モデル地区に通いの場づくりへの

重点的支援を実施し、モデル地区、非モデル地区の要介護リスクスコアの変動の差の比

較分析による支援措置の効果の検証を行った。 

 その結果、趣味関係のグループへの参加や情緒的サポートをしてあげる相手がいる、う

つ傾向あり、などで有意な状況改善効果の差（地域差の縮小または解消）が確認され

た。 

 

2) アウトカムの達成による効果／便益の整理 

 モデル地区を対象として実施した通いの場づくりへの重点的支援の効果について、要介

護認定を受けていない高齢者を対象として、介入前後に、（３）で後述する介入の中間ア

ウトカム指標９指標および健康アウトカム指標５指標について実態調査を実施した。 

 

【中間アウトカム９指標の概要と（2011年度時点）モデル地区、非モデル地区の平均値比較】 

 

 この結果を用いた線形混合効果モデルにより推定されたモデル地区と非モデル地区の中

間アウトカム指標・健康アウトカム指標の経年変化を比較した。その結果、2019年度調

査時では「スポーツ関係のグループ参加」、「趣味関係のグループ参加」、「交流する友人
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が多い」、「情緒的サポートをしてあげる相手がいる」、「口腔機能低下（の抑制）」、「認知

機能低下（の抑制）」、「うつ傾向（の抑制）」において地域間格差が縮小、解消する有意

な変化が見られた。具体的な数値の推移は以下の通りである。 

 

【2019 年時点で有意差が見られた中間アウトカム指標の４時点の推移】 

  

 

   

 

3) 調査手法等 

■調査対象 

 神戸市において、要介護認定を受けていない高齢者を対象に全市で実施したサンプリン

グ郵送調査データを用いて市内 78圏域（≒中学校区）の地域診断を行い、複数の要介護

リスク指標で不良な値を示し、重点的な支援が必要と診断された 16圏域をモデル地区と

して指定し、2014～19年度に通いの場の立ち上げや運営を市及び関係者により支援し

た。 

 ４回（有効回答者数 2011年度：8,872人、2013年度：10,572人、2016年度：10,063

人、2019年度：5,759 人）の調査データを用いてモデル地区（16 圏域）と非モデル地区
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（62圏域）のとの間で、介入の中間アウトカム９指標（社会参加３、社会的ネットワー

ク２、社会的サポート 4）と健康アウトカム指標５（運動器の機能低下、低栄養、口腔機

能低下、認知機能低下、うつ傾向）の経年推移を把握した。 

■評価手法 

 線形混合効果モデルによる推定値を用いた差の差分析 

■調査期間 

 2011年度から 2019年度までの 8年間 

 

  



55 
 

６． エビデンスの収集⑤：困難な子の学力（教育分野） 

 調査対象とする社会的効果・便益 
・ 標準ロジックモデルで整理した効果・便益について、それを直接的に計測するための指

標を整理すると次の通りとなる。 

・ また、それぞれの指標について、①客観指標であるか、②直接的効果であるか（副次的

効果ではないか）、の観点で調査対象を絞り込み、「所得の向上」を選定した。 

 

図表 11 調査対象とする社会的効果・便益 

 

 

 

  

安定した就労

精神的自立

所得の向上

生活自立

社会参加

 一定期間継続して働いている

 「自分は精神的に自立してい
る」と感じる人の割合

 所得額

 「自分は自立して生活できてい
る」と感じる人の割合

 地域組織・活動への参加の頻
度

×

×

○

×

×

想定される指標効果・便益 客観指標

QOL向上  生活満足度 ×

健康・体力の向上  体育・運動能力テスト結果 〇

医療費の削減  医療費 ○

直接的効果

○

○

○

○

○

○

×

×
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 エビデンス収集結果の概要 
・ 調査対象とした「所得の向上」の社会的効果・便益に関連するアウトカムは、以下のと

おり整理できる。 

・ ここでアウトカム同士、またアウトカム及び社会的効果・便益の関係を示すエビデンス

を以下の通り確認を行った。 

 

図表 11 エビデンス収集結果の概要 

 

 

【エビデンス収集結果の概要】 
 ■エビデンス①② 就職継続 1人あたりの所得増加額（長期アウトカム） 

 進学率の上昇に関する便益には、人生・キャリアの選択肢が広がる、学ぶごと自体が厚

生を改善するといった側面もあるが、既往研究によれば、進学率の上昇に関する便益と

して、高校卒業者と大学卒業者における将来便益の差異を統計データより分析した研究

が見られ、実際に大学卒業者の方が所得や税収等において高額となるような結果が確認

されている。 

 

■エビデンス③～⑤ 教育プログラムの修了を通じた学力の向上（初期アウトカム） 

 教室内の言語活動の実施、補修の実施、英語学習プログラムの実施により、テストスコ

アの上昇（学力の向上）が図られるとされている。 

 

 

 

  

ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ 初期ｱｳﾄｶﾑ 中期ｱｳﾄｶﾑ 長期ｱｳﾄｶﾑ 効果・便益

学
習
促
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
修
了

（
参
加
者
数
、
実
施
回
数
等
）

• 基礎的知識・技能の向上

経済的自立

• 思考力・判断力・表現力の向上

• 学習意欲の向上

• 学習計画の構築

• 学習習慣の定着

学力の向上

安定した就労

学習習慣の
長期での定着

自立

エビデンス①

エビデンス③

所得の向上
税収の向上

高卒→大卒

アウトカム 効果・便益

所得増に伴う税収増
2,434,068 円/人

高卒→大卒

アウトカム 効果・便益

賃金増加
9.3%

エビデンス②

言語活動

介入 アウトカム

テスト成績の上昇

エビデンス④

補修授業

介入 アウトカム

テスト成績の上昇

エビデンス⑤

英語学習
プログラム

介入 アウトカム

国際的な職業・
国際情勢への関心向上
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 個別のエビデンス概要 
① 就職継続 1 人あたりの所得増加額（長期アウトカム） 
（ア）  「文部科学省委託研究 平成 21 年度教育改革の推進のための総合的調査研究報告書
～我が国の教育投資の費用対効果分析の手法に関する調査研究～」 
株式会社三菱総合研究所（2010） 
 

1) 研究の概要 

 教育投資の費用対効果分析に関する先行研究や適用事例等から整理した分析手法を用い

て、日本の教育投資の費用対効果分析として、費用便益分析（教育投資による税収増加

及び公的支出抑制効果の検証）、成長会計分析（教育投資を通じたマクロ経済効果の検

証）を実施。 

 

2) アウトカムの達成による効果／便益の整理 

■費用便益分析 

 大学卒業者一人当たりの公財政教育支出（2,319,790 円）に対して大学卒業者一人当たり

の税収増加額等の便益の合計は 2.05倍、具体的には大学卒業者一人当たり 2,434,068円

高いことが示された。 

 便益としては、税収増加額（所得税・住民税・消費税）、失業給付抑制額、逸失税収抑制

額、犯罪費用抑制額があげられ、それぞれの内訳は下表のとおりである。 

 

【大学卒業者一人当たりの公的教育投資便益】 

便益内訳 大卒者一人当たり便益（円） 

税収増加額（計） 4,724,060 

 所得税 2,436,323 

住民税 1,900,576 

消費税 387,162 

失業給付抑制 10,278 

逸失税収抑制 19,124 

犯罪費用抑制 396 

 

■成長会計分析 

 現在の教育財政支出の対 GDP比を保つ「ベースラインシナリオ」と、大学の研究活動及

び教育活動に対する財政支出を増加させる「財政支出拡大シナリオ」の 2つのシナリオ

を用意し、ベースラインシナリオと比較して財政支出拡大シナリオが GDP成長率等のマ

クロ経済変数をどの程度押し上げるのかをシミュレーション分析により推計した。 

 高等教育セクターへの財政支出拡大シナリオは、2050年の段階において、ベースライン

シナリオと比べて GDP を約 27兆円、マクロの消費額（GDP×0.9）を約 24兆円押し上げ

る効果を持つと試算された。 
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【高等教育への財政支出拡大が GDP・消費額に与える影響】 

 

 

3) 調査手法等 

■調査対象 

 日本国内で一般的に公表されている統計データを使用 

■評価手法 

 既往研究等で整理された一般的な分析手法である費用便益分析、成長会計分析を実施 

 費用便益分析では、大学卒業者一人当たりの公財政教育支出を費用とし、上述した便益

から差し引いた純便益を算出 

 成長会計分析では、将来の GDPとマクロ消費額に及ぼす影響を試算 

 GDP の将来予測に当たっては、GDPの成長要因である労働効率性、就業者数、資本蓄積率

を試算したうえで検討を実施 

■研究内で参照された既往研究 

 Levin, Henry M. and Patrick J. McEwan (2001) Cost-effective analysis: Methods 

and Applications, 2nd Edition, Sage Publications.  

 Harbison, R.W. and E. Hanushek (1992) Education Performance of the Poor Lessons 

from Rural Northeast Brazil, Oxford University Press. 

 Universities Australia（2009）Economic Modeling of Improved Funding and Reform 

Arrangements for Universities.  

 Barro and Sala-I-Martin (2003) Economic Growth MIT Press 

 Levin, Henry M. et. al (2007) “The Public Returns to Public Educational 

Investments in African-American Males”, Economics of Education Review, 26(6), 

pp.700-709.  
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（イ） Returns to Education Using a Sample of Twins: Evidence from Japan.  
Nakamuro, M., Inui, T., & Yamagata, S. (2017). Asian Economic Journal, 31(1), 61-81. 

  

1) 研究の概要 

 学校に在籍していない 20～60歳の一卵性双生児の社会経済的情報を用いて、日本におけ

る教育の収益率を推定。 

 全てのサンプルを用いた分析では、米国を対象とした研究（Behrman et al., 1996; 

Ashenfelter and Rouse, 1998; Behrman et al., 1996）や日本を対象とした研究（Sano 

and Yasui, 2009）における結果と極めて近い推定値が示された。 

 一卵性双生児のデータのみを用いた分析においては、観測されない能力によるバイアス

と自己申告による教育年数の測定誤差を修正した後でも、教育年数が 1年増加すること

で賃金が 9.3%増加することが示された。 

 

2) アウトカムの達成による効果／便益の整理 

■全てのサンプルを用いた分析 

 全てのサンプルを用いた分析では、米国を対象とした研究（Ashenfelter and Rouse, 

1998; Behrman et al., 1996）や日本を対象とした研究（佐野・安井, 2009）における

結果と極めて近い推定値が示された。具体的には、教育年数が 1年増加することによ

り、賃金が 9.19%増加することが示された。 

 

■一卵性双生児のデータのみを用いた分析 

 最小二乗法による推定を行った結果、教育年数が増加することで賃金が増加することが

示された。具体的には、教育年数が 1年増加することにより、賃金が 10%増加することが

示された。 

 固定効果モデルを操作変数法により推定した結果、観測されない能力によるバイアスと

自己申告による教育年数の測定誤差を修正した場合においても、教育により賃金が増加

するということが示された。具体的には、教育年数が 1年増加することにより賃金が

9.3%増加することが示された。 

 

【教育年数が賃金に与える影響】 
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3) 調査手法等 

■調査対象 

 楽天リサーチ（現楽天インサイト）のモニターを対象とした WEB調査を通じて学校に在

籍していない 20～60 歳の双子を抽出（4720名, 2360組） 

 サンプルのうち一卵性双生児は 2742名（1371 組）であり、二卵性双生児は 1764名（882

組）であった。また、「不明」と回答したのは 214名（107組）であった 

■評価手法 

 一卵性双生児データを用いた回帰分析 

■調査期間 

 2012年 2月から 2か月間（２月から 3月） 

■言及した既往研究 

 Ashenfelter, O. and C. Rouse, 1998, Income, schooling and ability: evidence 

from a new sample of identical twins. Quarterly Journal of Economics, 113, pp. 

253–284. 

 Income, Schooling, and Ability: Evidence from a New Sample of Identical Twins* 

| The Quarterly Journal of Economics | Oxford Academic (oup.com) 

 Behrmman, J. R., M. R. Rosenzweig and P. Taubman, 1996, College choice and 

wages: Estimates using data on female twins. The Review of Economics and 

Statistics, pp. 672–685. 

 https://www.jstor.org/stable/2109954  

 佐野晋平, & 安井健悟. (2009). 日本における教育のリターンの推計. 国民経済雑誌, 

200(5), 71-86. 

 https://cir.nii.ac.jp/crid/1390853649858384256  
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② 言語活動（事実等を理解し伝える、解釈し考えを伝えあう等）の増加 
（ア） Do teaching practices matter for studentsʼ academic achievement? A 
case of linguistic activity.  

Tanaka, R., & Ishizaki, K. (2018).Journal of the Japanese and International Economies, 

50: 26-36. 

  

1) 研究の概要 

 人口 50 万程度のある自治体の小学校に通う 6年生の、2014年と 2015年における全国学

力・学習状況調査結果を用いて、教室内での言語活動（事実等を理解し伝える、解釈し

考えを伝えあう等）が国語と算数のテストスコアに与える影響を検証。 

 分析の結果、教室内での言語活動が国語と算数のテストスコアを大きく上昇させること

が示された。 

 

2) データ 

 全国学力・学習調査には基本的な問題と応用的な問題が存在し、本論文では国語の基本

的な問題を Reading A、応用的な問題を Reading Bとしている。また、算数の基本的な問

題を Math A、応用的な問題を Math Bとしている。 

 分析においては、それぞれのテストスコアについて平均 50、標準偏差 10となるように標

準化している。 

 言語活動の指標については、全国学力・学習状況調査内の言語活動に関する質問の回答

結果 1を用いている。 

 

3) アウトカムの達成による効果／便益の整理 

■言語活動が国語のテストスコアに与える影響 

 一番左の列に注目すると、言語活動の係数は 0.7074となっている。テストスコアの標準

偏差が 10であることから、この結果は言語活動が 1ポイント上昇することによりテスト

スコアが 0.07標準偏差（＝標準偏差の 7%相当）だけ上昇することを意味する。 

 言語活動の標準偏差は 2.20 である。ここから、言語活動が 1標準偏差上昇することによ

り、Reading Aのテストスコアが標準偏差の 16%分だけ上昇することとなる。 

 左から 2番目の列は小学校レベルでの固定効果を考慮したモデルであり、言語活動の係

数は 0.6849 となっている。これは、言語活動が 1標準偏差上昇することにより、

Reading Aのテストスコアが標準偏差の 15%分だけ上昇することを示している。 

 左から 3列目と 4列目は操作変数法による推定結果を示している。学校固定効果を考慮

しない場合の係数（左から 3列目）は有意であり、その他の分析結果よりも大きな値が

                                                   
1 全国学力・学習状況調査の児童質問紙に含まれている、5 年生までに受けた授業についての質問のうち、「授業

では、自分の考えを発表する機会が与えられていたと思う」「授業では、学級の友達との間で話し合う活動をよ

く行っていたと思う」「授業のはじめに目標（めあて・ねらい）が示されていたと思う」「授業の最後に学習内容

を振り返る活動をよく行っていたと思う」という質問に対する回答結果による。 
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推定されているが、学校固定効果を考慮した分析を行った場合の係数（左から 4列目）

は小さく、有意ではない。 

 

【言語活動が国語のテストスコアに与える影響 ※抜粋】 

 

 

■言語活動が算数のテストスコアに与える影響 

 左から 2列目の結果に注目すると、その係数は 0.6524となっている。これは、言語活動

が 1標準偏差増加することにより、Math Aのテストスコアが標準偏差の 14%分だけ上昇

することを意味している。 

 左から 6列目の結果に注目すると、その係数は 0.7154となっている。これは、言語活動

が 1標準偏差増加することにより、Math Bのテストスコアが標準偏差の 16%分だけ上昇

することを意味している。 
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 【言語活動が算数のテストスコアに与える影響 ※抜粋】 

 

 

4) 調査手法等 

■調査対象 

 2014年と 2015年の全国学力・学習状況調査結果について、人口 50万人程度のある自治

体の小学校に通う 6年生のデータを抽出（8,511名） 

■評価手法 

 固定効果モデル 

■調査期間 

 2014年 4月、2015年 4月 
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③ 補修の受講  
（ア） Evaluating remedial education in elementary schools: Administrative 
data from a municipality in Japan. 

Bessho, S. I., Noguchi, H., Kawamura, A., Tanaka, R., & Ushijima, K. (2019).  Japan and 

the World Economy, 50: 36-46. 

  

1) 研究の概要 

 足立区の公立小学校に通う 3年生と 4年生を対象として、国語と算数の補習（1回 90

分、週 2回、前期・後期で合計 15回ずつ実施）がテストスコアに与える影響を分析。 

 分析の結果、補習によって国語の偏差値が 1.3ポイント上昇することが示された一方

で、算数の成績に対する有意な効果は観察されなかった。 

 

2) 分析における課題と操作変数 

 参加する児童は教員によって選択されているため、以下のような場合には係数にバイア

スが生じる可能性がある。 

 短期間での成績改善が難しい児童を選択した場合 

 やる気はあるが成績が低い児童を選択した場合 

 成績が低くない児童を補習参加させるために、成績の低い児童を参加させない場合 

 ここで、児童の特性が時間を通じて変化しないのであれば固定効果モデルを用いること

で問題に対処することが可能であるが、そうでない場合には固定効果モデルを用いたと

しても係数は一致性を持たない。 

 上記の理由により、本論文では操作変数を用いた固定効果モデルによる分析を行ってい

る。具体的には、補習への参加を表す変数に対する操作変数として、各生徒の補習参加

確率を用いている。 

 参加人数の上限が設定されているため、補習への参加は学校内での順位に依存する可能

性があり、生徒の成績が高かったとしても順位が低い場合には補習に参加する確率が高

くなる。したがって、順位に依存する操作変数は関連性の条件を満たす。また、学校内

での順位は翌年のテストスコアには直接影響しない可能性があるため、補習参加確率は

有効な操作変数であると考えられる。 

 

3) アウトカムの達成による効果／便益の整理 

 5列目は補習への参加が国語の偏差値に与える影響を、操作変数を用いた固定効果モデル

によって推定した結果である。推定の結果、補習に参加することで国語の偏差値が大上

昇することが示された。具体的には、補習に参加することで国語の偏差値が 1.3ポイン

ト上昇することが示された。 

 6列目は補習への参加が算数の偏差値に与える影響を、操作変数を用いた固定効果モデル

によって推定した結果である。推定の結果、算数の偏差値に対する有意な影響は観察さ

れなかった。 
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【補習への参加が国語と算数のテストスコアに与える影響 ※抜粋】 

 

 

4) 調査手法等 

■調査対象 

 足立区の公立小学校に通う児童の中で、3年生と 4年生の両方で補習への参加が可能だっ

た児童を抽出（2014 または 2015年度時点で 3年生だった生徒） 

■評価手法 

 操作変数を用いた固定効果モデル 

■調査期間 

 2014年 4月から３年間 

 

 

 

 

 

 

 

  



66 
 

第IV章  調査のまとめ 

 財政価値としての社会的便益の算定の限界 
 本業務では、代表的な政策分野及びアウトカムを選定のうえで、文献調査を通じた社会

的効果・便益の算定を実施した。その結果、政策分野によっても、事例や研究の蓄積に

大きな差がみられ、介護予防や健康増進分野等の既往研究の蓄積がある分野がある一方

で、そのような研究の蓄積の見られない分野もあることを改めて確認した。 

 既往研究の蓄積のある政策分野であっても、社会的効果の金銭換算の観点で取りまとめ

られている事例は必ずしも多いとはいえず、経済価値化された社会的便益に基づく「ア

ウトカムの価格表」として整理することは困難といえる。 

 一方で、社会的効果の観点からは、既往研究の蓄積のある政策分野を中心に、中間アウ

トカムと最終アウトカムの関係性について整理することができた。成果志向の推進の重

要性は政策分野によらず、また中間アウトカムを含む適切なアウトカムや成果指標の設

定の重要性は各分野に共通するといえる。ロジックモデルの主要な構成要素について信

頼できる参考文献等から関係性を示す取組は、引き続き進める必要がある。 

 

 「社会的便益」という概念の拡張の必要性 
 現行の共通的ガイドラインにおいては、「社会的便益」「社会的コスト」等を始めとした

用語の使い方が混在している。 

 また、「行政の将来コストの削減分を官民で分け合う」という PFS黎明期の考え方は、行

政関係者に根強く残っており、PFSに類似する社会的インパクト評価等と比較しても、導

入される政策分野や件数が限定的である一因となっている。 

 経済価値化された「便益」だけを重要視するものではないとして、「社会的便益」という

概念を拡張し、社会的課題を解決する事業手法としての PFSの再定義の必要性があると

いえる。 

 

 社会的効果・便益の算定の方法論の整理 
 PFS 事業の実施による社会的効果・便益の算定は、事業期間及び成果評価機関を通じて取

り組んでいくこととなるが、案件形成段階における算定の準備の重要性について、改め

て確認した。 

 現行の PFS共通的ガイドラインにおいて、社会的効果・便益の算定に必要な要素の書き

出しはされているものの、本業務を通じて、社会的効果・便益の算定手順にかかる時系

列的なまとめを行った。 
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第V章 資料編 

■社会的便益の算出方法に関する手引き  
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